
第２次かどま男女共同参画プラン推進状況等調査シート

令和2年（2020年）７月６日（月）

門真市市民文化部人権市民相談課



平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成31年度
の事業目標

平成３1年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

1 1 身近な問
題とし
て、市民
に理解と
共感を広
げる

広報紙など
の媒体を通
じた啓発の
推進

あらゆる年代や立場
の人が男女共同参画
への理解を深めるた
め、広報紙などの媒
体を通じて啓発を進
めます

門真市男女共同参画
推進条例や第２次か
どま男女共同参画プ
ラン及びプランの推
進状況を広報紙や
ホームページ、セミ
ナー等の多様な媒体
で周知し、男女共同
参画への理解が深ま
るように啓発してい
く。

①市のホームページに「第2次かどま男女共
同参画プラン」、「条例」及び「推進状況
等調査シート」を掲載した。また、男女共
同参画や女性活躍推進に関する情報につい
ても発信している。

②ホームページに掲載することで多くの人
に情報提供を行えている。PCのない環境に
ある人に対しても情報を伝えられるよう他
の媒体利用についても検討していく。

③今後も女性サポートステーションを中心
に男女共同参画に関する広報やセミナーを
実施するなど意識の醸成に努める。

門真市男女共同参画推
進条例や第２次かどま
男女共同参画プラン及
びプランの推進状況を
広報紙やホームペー
ジ、セミナー等の多様
な媒体で周知し、男女
共同参画への理解が深
まるように啓発してい
く。

人権市民相談課

1

男女共同参
画に関する
認識を深め
る機会の充
実

講座などを開催し、
男女共同参画に関す
る認識を深める機会
の充実に努めます

男女共同参画週間の
みならず、あらゆる
機会を捉えて男女共
同参画に関する認識
を深める機会を提供
する。
イベント会場をわか
りやすい便利な会場
で開催し、門真のイ
ベントが多い日曜日
を避けて開催し、周
知を広報・ホーム
ページ以外でも手法
を考え講演会参加者
の増加に努める。

①6月22日に門真市立体育館にて、ギネ
チャレ実行委員会主催の「ギネス世界記録
に挑戦」と同時開催で、パナソニックパン
サーズ　清水邦広選手をはじめ、パンサー
ズのチームメイトの方によるトークショー
「スポーツと男女共同参画」を実施した。
このほか、大阪府が実施する講座やイベン
トについて本市ホームページからも情報を
得られるよう取り組んだ。また「男女共同
参画週間」懸垂幕を6月1日から29日まで
市本館庁舎へ掲揚し週間の周知をした。

②トークショーに関しては、ギネチャレ実
行委員会に参加し、エフエム守口で呼びか
けたり、市が実施する他のイベントなどへ
出向き、チラシを配布するなどの事前周知
に努めた。当日は715名(男女比未把握)の
参加があり、関心があった人は全体の63％
で全体の75％が理解が深まったと回答して
おり、この講演会を通して男女共同参画に
ついて学んでいただけたことが多くあると
考えます。

③ギネチャレ実行委員会主催のギネス世界
記録に挑戦の一部で男女共同参画講演会を
開催し、700名以上の参加者を獲得でき、
男女共同参画の周知が出来た。

男女共同参画週間のみ
ならず、あらゆる機会
を捉えて男女共同参画
に関する認識を深める
機会を提供する。
市民が多く利用する大
和田駅、古川橋駅、門
真市駅で啓発キャン
ペーンを開催し、より
多くの市民に男女共同
参画に関する情報を提
供することに努める。

人権市民相談課

2

男
女
共
同
参
画
の
意
識
づ
く
り

1

方針 施策

（１）男女共同参画への理解が深
まるように、広報紙やホームペー
ジ、セミナー等の多様な媒体を活
用して積極的に啓発しているこ
と、（２）「男女共同参画週間」
懸垂幕の掲揚やトークショーの
「スポーツと男女共同参画」開
催、エフエム守口やチラシの活用
など、積極的に取り組んでいるこ
と、（３）啓発月間・週間等に合
わせ４回の講座を開催したこと、
（４）庁内各課において、男女の
人権尊重の視点から適切な表現を
使用することに関する意識が高
まっていることについては、高く
評価できる。

　今後も引き続き、女性サポート
ステーションを中心に広報やセミ
ナーを実施するとともに、市民が
多く利用する駅などでの啓発活
動・情報提供などを実施し、イベ
ント等の参加者数の増大ととも
に、意識の醸成に努めていただき
たい。コロナ禍のような状況下で
も対応できる、講座等以外の啓発
手段についても早急に検討してい
ただきたい。
また、庁内各課が行う表現行為
は、多くの市民の目に触れるもの
であるので、ジェンダー・バイア
スの再生産などにつながるもので
あっては絶対ならない。庁内各課
の表現行為が適切なものとなって
いるかどうかについて、引き続
き、きめ細かに注視していただき
たい。また、市民にも人権を尊重
した表現が定着するよう「表現ハ
ンドブック」などを活用して啓発
に取り組んでいただきたい。

1 基本目標①



平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成31年度
の事業目標

平成３1年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

人 権 尊 重 意
識 を 高 め る
機会の充実

講座などを開催し、
人権尊重意識を高め
る機会の充実に努め
ます。また、性的マ
イノリティや性の多
様性も含め、人権尊
重意識を高めるため
の機会の確保とその
内容の充実に努めま
す

様々な人権課題につ
いて、国や大阪府な
どの動向を注視し
テーマ設定を考える
とともに、参加意欲
の高まる企画を検討
し、人権尊重意識の
向上につなげる。

①啓発月間・週間等に合わせ４回講座を開
催し140人の参加があった。具体には
「罪に問われた高齢者・障がい者の支援に
関する問題」（参加人数3２人）「障がい者
の人権問題の基本的理解と企業」（参加人
数38人）、平和祈念映画上映会「いしぶ
み」（参加人数計２7人）「まったなし！今
すぐ取り組む仕事と介護の両立」（参加人
数43人）
※いずれも男女比未把握

②講座は新型コロナウイルス感染拡大防止
の観点から１回中止となったほか、平和祈
念映画上映会当日に台風が接近したことか
ら参加者数が大幅に減少し、1回平均35人
となった（前年度１回平均74人）。

③台風や新型コロナウイルス感染拡大の影
響により当初想定した人数より大幅に減少
した。啓発を講座等のみに頼るのではな
く、手段を検討する必要がある。

様々な人権課題につい
て、国や大阪府などの
動向を注視しテーマを
考えるとともに、参加
形式のみならず様々な
手法を検討し、人権意
識の向上に努める。

人権市民相談課

3

男女等の人
権を尊重し
た表現の推
進

広報紙やチラシ、パ
ンフレットなどの媒
体において、男女等
の人権を尊重した表
現の推進に努めます

広報誌やチラシ、パ
ンフレット等に男女
の人権尊重の視点か
ら、適切な表現を使
用するよう努めると
ともに、庁内各課が
行う男女の表現行為
が適切に運用されて
いるか必要な配慮を
行う。

①「表現ハンドブック　考えてみませんか
よりよい表現～人権尊重のために～」の
ホームページへの継続的な掲載とともに、
男女の人権尊重の視点から、適切な表現を
使用するように努めた。また、各課からの
問い合わせに助言し、全庁的に人権を尊重
した表現が行われるよう取り組んだ。

②庁内各課から表現に関する問い合わせが
増えており、人権に配慮しようとする意識
がより広がってきている。

③庁内はもちろん、市民にも人権を尊重し
た表現が定着するよう「表現ハンドブッ
ク」などを活用し啓発に取り組む。

広報誌やチラシ、パン
フレット等に男女の人
権尊重の視点から、適
切な表現を使用するよ
う努めるとともに、庁
内各課が行う男女の表
現行為が適切に運用さ
れているか必要な配慮
を行う。

人権市民相談課

4

2 基本目標①



平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成31年度
の事業目標

平成３1年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

2 地域団
体、企業
などと一
体となっ
た啓発を
進める

地域団体、
企業などに
対する働き
かけ

地域団体や企業など
に対し、男女共同参
画社会の実現に向け
た取り組みが推進さ
れるように、働きか
けます

市内企業や地域団体
を対象に、幅広く男
女共同参画に関する
周知啓発に努める。

①大阪府や大阪企業人権協議会が実施する
公正採用や男女雇用機会均等に関する講座
について、門真市企業人権推進連絡会会員
に対して周知し参加いただいた。また、市
内企業１社に対しハラスメントをテーマに
した出張講座を実施した。さらに、出産や
育児等で離職し再就職を希望する女性を対
象とした「かどママ就活サポート」を実施
し、職場見学先の男女共同参画を推進する
市内企業を募集するにあたって商工会議所
会員事業所にチラシを配布し女性活躍推進
を意識づけた。

②広報やホームページで周知し、市内企業
が講座に参加しやすい機会を提供した。ま
た、新たな「かどママ就活サポート事業」
を実施することによって市内事業所にも女
性活躍推進を意識していただく機会となっ
た。

③引き続き多くの市内事業所等に男女共同
参画社会の実現や女性活躍推進に関する理
解を深め取り組みを進めていただけるよう
啓発を行う。

市内企業や地域団体を
対象に、幅広く男女共
同参画や女性活躍推進
に関する周知啓発に努
める。

企業人権推進連絡会や人権協会に
加入している企業や団体への啓発
活動や情報提供を積極的に行なっ
ていることは評価できる。
特に、ハラスメントをテーマにし
た出張講座を市内企業に対し実施
したことや、「かどママ就活サ
ポート事業」を実施したことは、
市内企業に女性活躍推進を意識づ
けるうえで高く評価できる。
このような取り組みを、引き続き
積極的に実施していただきたい。

人権市民相談課

5

2

3 基本目標①



平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成31年度
の事業目標

平成３1年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

3 男女共同
参画に関
する情報
を収集
し、提供
する

大 阪 府 等 関
係 機 関 と の
連 携 に よ る
男 女 共 同 参
画 に 関 す る
情 報 の 収 集
と提供

あらゆる場面で男女
共同参画の意識が醸
成されるよう、大阪
府等関係機関と連携
し、情報の収集や提
供に努めます

引き続き、国や大阪
府等関係機関との連
携により、男女共同
参画に関する情報収
集に努め、市民に提
供する

①大阪府やハローワークが実施するセミ
ナーなどのチラシや、内閣府発行の月間総
合情報誌「共同参画」を人権女性政策課や
女性サポートステーションの啓発コーナー
に配架した。また、市HPで女性の活躍・両
立支援サイト（厚労省委託事業）を引き続
き紹介し、市内企業の行動計画や取組を見
ることが出来るようにしている。

②市HPに男女共同参画に関する企業の取り
組みや各市の情報を掲載することで男女共
同参画社会の実現を目指す意識が醸成でき
た。
　
③多くの情報を収集し、セミナー実施時な
ども含め、あらゆる機会を捉えて情報提供
に努める。

引き続き、国や大阪府
等関係機関との連携に
より、男女共同参画に
関する情報収集に努
め、市民に提供する。

人権市民相談課

6

メ デ ィ ア を
活 用 し た 男
女 共 同 参 画
の推進

メディアの発信する
内容を主体的に選択
し、読み解き、活用
できる能力の向上を
図るため、関係課や
大阪府等関係機関な
どと連携した取り組
みを進めます

市HPや広報、チラ
シなど様々な手段を
活用し、関係機関か
ら収集した男女共同
参画に係る情報をよ
り多くの市民に提供
するよう努める。

①市HPで内閣府男女共同参画局と大阪府の
該当ページや女性の活躍・両立支援サイト
（厚労省委託事業）を紹介しているほか、
男女共同参画に関する様々な取り組みの情
報を提供している。

②市HPで紹介していることで、男女共同参
画に関する取り組みや情報などを広く周知
できた。

③引き続き関係課や機関と連絡を密にし、
最新情報の収集や提供に努める必要があ
る。

市HPや広報、チラシ
など様々な手段を活用
し、関係機関から収集
した男女共同参画に係
る情報をより多くの市
民に提供するよう努め
る。

人権市民相談課

7

3チラシや情報誌を、人権女性政策
課や女性サポートステーションの
啓発コーナーに配架したり、市
HPを活用して内閣府男女共同参
画局と大阪府の該当ページや女性
の活躍・両立支援サイト（厚労省
委託事業）を紹介したりするな
ど、様々な情報を積極的に提供し
ていることは評価できる。
今後も引き続き、関係課や関係機
関と連絡を密にして、最新の情報
を収集し、市民に効果的に情報提
供していただきたい。

4 基本目標①



平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成31年度
の事業目標

平成３1年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

2 1 保育所・
幼稚園・
学校など
におい
て、男女
共同参画
意識を育
む

男女共同参
画意識を育
む保育の推
進

保育所において、男
女共同参画と一人ひ
とりの個性の尊重を
基本とする保育を進
めます

保育所保育指針に基
づく子どもの個性を
尊重した保育の実
施。

①保育所保育指針の趣旨に基づき、子ども
一人ひとりの個性を尊重し、その能力を発
揮できる環境づくりを園全体の取り組みと
して展開した。

②園生活や遊びを通じ、子どもが性別にと
らわれず個性を尊重する意識づくりが図ら
れた。

③今後も、子どもへの言葉かけなどを通
じ、男女共同参画と一人ひとりの個性を尊
重する意識が醸成されるよう、子どもの心
の育成に配慮していきたい。

保育所保育指針に基づ
く子どもの個性を尊重
した保育の実施。

保育幼稚園課

8

保育所職員
研修の充実

保育所職員に対し、
男女共同参画の視点
に立った保育が進め
られるよう、研修を
充実します

男女共同参画の視点
に立った保育を推進
するための研修への
参加促進及び企画・
実践。

①男女共同参画の視点に立った保育を実践
していくため、研修参加が可能な体制を整
備し、各種研修への参加を促した。

②研修の参加者のみならず、報告を通じて
園全体で研修内容を共有し、研修の成果を
より効果的に発揮することができた。

③外部研修への参加促進を図るのみなら
ず、男女共同参画の意識の醸成に資する研
修の企画・実践を図っていきたい。

・令和元年9月6日　「ＬＧＢＴ」について
　参加：2名
　園にて研修の報告をし、内容について職
員全体で共有。（２３名）

男女共同参画の視点に
立った保育を推進する
ための研修への参加促
進及び企画・実践。

保育幼稚園課

9

男 女 共 同 参
画 意 識 を 育
む 教 育 の 推
進

幼稚園において、男
女共同参画と一人ひ
とりの個性の尊重を
基本とする教育を進
めます。また、性別
にとらわれず、男女
が主体的な選択を可
能にするための個性
や能力を尊重した進
路・生徒指導を進め
ます

幼稚園教育要領に基
づく子どもの個性を
尊重した幼児教育の
実施。

①幼稚園教育要領の趣旨に基づき、園全体
で男女共同参画と一人ひとりの個性の尊重
を基本とした幼児教育を展開した。

②男女共同参画と園児それぞれの個性を尊
重するため、職員間で情報共有を図り、一
体的な取り組みを行うことにより、性別に
とらわれず個性を尊重する視点に立った教
育を実践した。

③より男女参画と個性を尊重する意識の向
上に向けた、実践的、かつ発達段階に応じ
た取組を推進していきたい。

幼稚園教育要領に基づ
く子どもの個性を尊重
した幼児教育の実施。

保育幼稚園課

10

多
様
な
選
択
を
可
能
に
す
る
教
育
・
学
習
の
推
進

4（１）保育所保育指針の趣旨や幼
稚園教育要領の趣旨、門真市教育
大綱の趣旨に基づき、子ども一人
ひとりの個性が性別にとらわれる
ことなく尊重されるような保育、
幼児教育が行われていると評価で
きる。また、学校教育において
も、男女平等教育推進委員会にお
いて、実践交流やワークショッ
プ、拡大学習会等を行ったり、
20校の取組の冊子化を行なった
りするなど、積極的に取り組み、
それらを各学校で周知・活用でき
るようにするなど、教職員の意識
や指導力を組織的に高める活動を
していることは高く評価できる。
今後も引き続き、男女共同参画の
視点に立った、水準の高い保育・
幼児教育・学校教育を推進してい
ただきたい。
（２）園内・学校内研修だけでな
く、外部研修への参加促進、拡大
学習会の実施など、精力的に取り
組むとともに、研修内容の共有・
授業実践での活用を図っているこ
とは評価できる。
研修は参加者個人だけでなく組織
にとって非常に重要であるので、
今後も、研修への参加促進、研修
内容の共有化、研修内容の実践の
場での活用を図り、男女共同参画
の視点に立った実践的な取り組み
を継続していただきたい。
（３）キャリア教育の推進に関し
ては、職場体験学習や大学での体
験学習、キャリア教育担当者連絡
会開催など、実践的な取組の積み
重ねを通じて、キャリア教育の必
要性が浸透しつつあることは評価
できる。今後も引き続き、教育活
動全体でキャリア教育を展開する
とともに、キャリア・パスポート
の効果的な活用や、小・中学校の
系統的なカリキュラム作成を通し
て、キャリア教育を充実させてい
ただきたい。
市のHPや小中学校のHPを活用
し、市民に対して積極的に広報を
行なうことが望まれる。将来的に
は、定期的にアセスメントするこ

5 基本目標①



平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成31年度
の事業目標

平成３1年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

幼 稚 園 ・ 学
校 教 職 員 研
修の充実

学校教職員に対し、
男女共同参画の視点
に立った教育が進め
られるよう、研修を
充実します

男女平等教育推進委
員会を中心に、各校
での充実した実践に
つながるように、教
材等の情報提供や、
教職員研修会、実践
交流会を工夫して実
施する。

①男女平等教育推進委員会や学習会におい
て、「第２次かどま男女共同参画プラン」
をはじめ様々な国・府の条例や通知につい
て周知した。また、男女平等教育推進委員
会において、男女共同参画の視点に立った
教育について、以下の内容で拡大学習会を
行った。
日時：令和31年７月３日
講師：川本　知子氏（枚方人権教育研究会
指導教諭　枚方市「授業の達人」認定教
諭）
内容：「男女平等教育の基本的な考え方と
実践例～人権教育・共生教育・そしてあな
た～」

②学習会の中で、教職員が男女共同参画に
係る授業を行うことに対して、具体的なノ
ウハウ・教材を学ぶことができた。

③参加した教員の学びが、各小・中学校に
おいて、実際の授業実践に活かされるよ
う、実践交流を継続する必要がある。

男女平等教育推進委員
会を中心に、各校での
充実した授業実践につ
ながるように、教材等
の情報提供や、課題に
即した拡大学習会を継
続して実施する。

学校教育課
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学校において、男女
共同参画と一人ひと
りの個性の尊重を基
本とする教育を進め
ます。また、性別に
とらわれず、男女が
主体的な選択を可能
にするための個性や
能力を尊重した進
路・生徒指導を進め
ます

11

とを通して、カリキュラム・マネ
ジメントを適切に行うことが望ま
れる。
（４）保護者間において男女共同
参画の意識が高まってきているこ
とは、取り組みの成果として高く
評価できる。今後も引き続き、男
女共同参画に関する学校園での取
組みを、懇談、行事、ＰＴＡ活動
などあらゆる機会を活用して保護
者に周知することを通して、男女
共同参画の視点に立った「保育・
幼児教育・学校教育」「保護者活
動」「家庭教育」の重要性につい
て啓発を推進していただきたい。

男 女 共 同 参
画 意 識 を 育
む 教 育 の 推
進

男女共同参画と一人ひ
とりの個性の尊重を基
本とした教育を推進す
るため、男女平等教育
推進委員会等において
情報共有や意見交流、
拡大学習会等を継続し
て行い、進路・生徒指
導を含めた様々な取組
を推進する。

学校教育課①男女平等教育推進委員会において、各校
において男女共同参画の取組が一層推進さ
れるよう、実践交流やワークショップ、拡
大学習会等を行った。
※実践交流・・各校１名以上の推進委員が
出席して行う「男女平等教育推進会議」に
おいて、各校の今年度の計画や予定、実践
等を報告し合あった。また、20校の取組み
を冊子にまとめて、各学校で周知・活用で
きるようにしている。

②推進委員会での内容をもとに、性別にと
らわれず、男女が主体的な選択を可能にす
るための個性や能力を尊重した進路・生徒
指導を進めることの大切さを、男女平等教
育推進委員が、各小・中学校内で周知・伝
達することができた。

③今後も、男女共同参画の進捗状況や社会
の変化にアンテナを張りつつ、継続性のあ
る取組を進める中で、教職員の指導力を高
め、子どもたちの意識を育んでいくことが
必要である。

男女共同参画と一人
ひとりの個性の尊重
を基本とした教育を
推進するため、男女
平等教育推進委員会
等において情報共有
や意見交流、学習会
を行い、進路・生徒
指導を含めた様々な
教育活動において取
組を推進する。

6 基本目標①



平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成31年度
の事業目標

平成３1年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

幼 稚 園 ・ 学
校 教 職 員 研
修の充実

幼稚園職員に対し、
男女共同参画の視点
に立った教育が進め
られるよう、研修を
充実します

男女平等教育の推進
について、各園での
実践につながる教職
員研修を実施する。

①園内人権研修を通じて男女平等教育を推
進した。
・「女性と子どものDVを防止するための基
礎知識」（1名参加）
・人権問題研修「LGBTについて」（1名参
加）
・ワーク・ライフ・バランス「待ったな
し！今すぐ取り組む仕事と介護の両立」（1
名参加）
②男女の区別と差別の違いに対する教職員
の意識を高めることができた。

③男女共同参画の視点に立った、より実践
的な取り組みを各園に広げること。

男女平等教育の推進に
ついて、各園での実践
につながる教職員研修
を実施する。

保育幼稚園課
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キャリア教
育の推進

子どもたちが将来の
夢や希望をしっかり
と描き、学ぶことや
働くことへの意欲や
目的をより確かなも
のにするために、引
き続き中学校で行わ
れる職場体験学習を
より充実させるとと
もに、各中学校区に
おいては、小・中学
校の一貫した系統的
なカリキュラムによ
るキャリア教育を研
究し、実践を進めま
す

キャリア教育担当者
連絡会等で、中学校
区における系統的な
カリキュラムの検討
や取組の交流を行
い、市内学校のキャ
リア教育における研
究や実践をさらに推
進する。

①各中学校において、学ぶことや働くこと
への意欲や目的をより確かなものにするた
めに、職場体験学習や大学での体験学習が
行われた。また、小・中学校の教員を対象
にキャリア教育担当者連絡会を開催し、
キャリア教育の基本的な考え方や、令和２
年度より取り組みが始まる「キャリア・パ
スポート」についての説明を行った。

②キャリア教育担当者連絡会を中心に、
キャリア教育の必要性については理解が深
まってきており、中学校区で実践を積み重
ねていくことについても定着してきてい
る。

③全ての教育活動の中でキャリア教育を意
識した授業や行事を実施するため、キャリ
ア教育についての理解を、教職員全体に浸
透させていく必要がある。また、中学校区
のめざす子ども像を念頭においた系統的な
指導計画等を作成し、指導を推進する必要
がある。

キャリア教育を教育活
動全体で行っていくと
ともに、各中学校区に
おいては、キャリア・
パスポートの効果的な
活用や、小・中学校の
系統的なカリキュラム
作成を通して、キャリ
ア教育の取組を充実さ
せていく。

学校教育課
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7 基本目標①



平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成31年度
の事業目標

平成３1年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

保 護 者 に 対
す る 男 女 共
同 参 画 社 会
の 啓 発 の 推
進

保育所や幼稚園、学
校などにおける男女
共同参画や子どもに
とっての男女共同参
画などについて、Ｐ
ＴＡ活動の中で理解
を深められるよう啓
発するとともに、男
女共同参画の視点に
立った保護者会活動
などへの働きかけを
進めます。また、男
女共同参画の視点に
立った家庭教育の重
要性について、啓発
を進めます

あらゆる機会を通
じ、更なる保護者の
男女共同参画促進に
向けた啓発・助言等
の推進。

①懇談や行事などの機会をとらえ、男女共
同参画の啓発に努めるとともに、男女共同
参画の視点で保護者会活動が運営されるよ
う助言等に努めた。また、子どもに関する
相談を通じ、各家庭が抱える問題について
適切に対応するとともに、必要に応じて関
係機関と連携し、支援に取り組んだ。

②保護者間において男女共同参画の意識が
高まってきており、行事参加や子どもの送
迎、家庭が抱える問題などにおいて父母が
ともに関わる家庭が増加している。

③すべての保護者が男女共同参画の視点に
立った活動を実践されるよう今後とも、あ
らゆる機会をとらえ、啓発に努めていきた
い。

あらゆる機会を通じ、
更なる保護者の男女共
同参画促進に向けた啓
発・助言等の推進。

保育幼稚園課

15

保 護 者 に 対
す る 男 女 共
同 参 画 社 会
の 啓 発 の 推
進

保育所や幼稚園、学
校などにおける男女
共同参画や子どもに
とっての男女共同参
画などについて、Ｐ
ＴＡ活動の中で理解
を深められるよう啓
発するとともに、男
女共同参画の視点に
立った保護者会活動
などへの働きかけを
進めます。また、男
女共同参画の視点に
立った家庭教育の重
要性について、啓発
を進めます。

男女共同参画の視点
に立った家庭教育の
重要性についての啓
発が進むよう、各学
校での取組みを
PTA活動をとおし
て周知できるよう、
男女平等教育推進委
員会等での情報共有
を行う。

①学校園等における男女共同参画や、子ど
もにとっての男女共同参画について、学校
での取組みをＰＴＡ活動等の中でも周知で
きるよう啓発した。

②男女共同参画の視点に立った家庭教育の
重要性についての啓発が進むよう、男女平
等教育推進委員会等で情報共有することが
できた。

③男女共同参画推進に関して、より一層保
護者の意識を高めるため、ＰＴＡの学習会
等をとおして保護者への啓発が進むよう、
今後も取組を進める。

男女共同参画の視点に
立った家庭教育の重要
性についての啓発が進
むよう。また、各学校
での取組みをPTA活
動をとおして周知でき
るよう、男女平等教育
推進委員会等での情報
共有や、家庭教育に関
する研修の情報提供を
行う。

学校教育課
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8 基本目標①



平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成31年度
の事業目標

平成３1年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

2 男女共同
参画を進
める多様
な学習機
会を提供
する

男女等のエ
ンパワーメ
ントやチャ
レンジのた
めの能力開
発や学習機
会の充実

男女が個性と能力を
発揮できるように、
意識啓発を行うとと
もに、能力開発や技
術の向上のための講
座など学習機会の提
供の充実に努めます

能力開発や技術の向
上のための講座など
学習機会の提供に努
める。平成31年度
は新たにアウトリー
チ事業を取り入れる
など多くの参加につ
なげていく。

①・女性に偏りがちな日本の伝統文化を学
び親しむ機会を男性にも広げるべく、男性
のみによる「男の茶道はじめ」を実施（新
型コロナウイルスのため7回目以降は中
止）。
・アウトリーチ事業を取り入れる前提とし
て、文化会館では会館登録サークル（主に
男女高齢者により構成）が、日頃の学習成
果を市民に還元すべく、夏休みの小中学生
や未就学児童の親子向けに演奏や朗読を披
露したり、フラワーアレンジメントや書
道、折紙などを教授する機会をもった。
・アウトリーチ事業の手始めとして、公民
館や市民プラザを拠点として活動するサー
クルが、3月末に文化会館の「ふれあいまつ
り」において出店や出演する予定をしてい
たが、新型コロナウイルスのため「ふれあ
いまつり」自体が中止になり実施できな
かった。
②・文化活動はどうしても女性に偏りがち
であるが男性が参加するきっかけづくりが
できた。　・今後サークルがアウトリーチ
活動につなげていくための下地は形成され
てきていると思う。
③新型コロナウイルスのため中止に終わっ
ているものについては次年度再開したいと
考える。

文化活動面においては
女性の参画が顕著であ
るものの男性の活動が
あまり活発ではないた
め、男女共同参画の趣
旨に鑑み、学習機会の
確保を図り、男性の参
画をさらに促進してい
きたい。
また、学習機会の充実
を図るためにも受身の
学習活動だけではな
く、学んだ成果を積極
的に活用することがで
きるアウトリーチ活動
などにより学習の深化
を目指していきたい。

生涯学習課
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男 性 の 家 庭
生 活 や 地 域
活 動 へ の 参
加 を 促 進 す
る 機 会 の 充
実

子育て期の父親のみ
ならず、退職後の男
性などが子育てや介
護、料理などが必要
になったときにも困
らないように、知識
や技術習得のための
教室を開催します

引き続き、男性（父
親等）が気軽に参加
できるような講座内
容や環境等を整備し
て、男性対象の講座
開催についても検討
していく。

①・「男性料理教室」（台風のため延期／
新型コロナウイルスのため中止）
・清水邦広氏を講師に招き「男女共同参画
週間講演会」を開催。（参加：806人）

②講演会については今年度は「ギネスに挑
戦」を同時に実施したこともあり多くの方
の参加を得ることができた。

③子育て期の父親を主な対象としたものは
実現できていない。魅力的なテーマの選定
について、より検討を重ねる必要がある。

地域包括支援セン
ター、シルバー人材セ
ンターと連携し、退職
後の男性向けに「男性
料理教室」を企画した
が、災害により2回延
期しているので、これ
については是非実現し
たい。

生涯学習課
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5①異なっていない
②適正
③不足はない
意見：
男性の参加者年齢も含めた状況な
どが分かればより良い
④不足はない
意見：
連携は評価できる。先の見通しと
して、退職後まで先延ばししない
「男性向け料理教室」の実施へと
向かえばと思う。
学習の深化に期待する。

9 基本目標①



平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成31年度
の事業目標

平成３1年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

3 1 暴力を許
さない社
会をつく
るための
啓発を進
める

市 民 に 対 す
る Ｄ Ｖ や セ
ク シ ュ ア
ル ・ ハ ラ ス
メ ン ト な ど
の 啓 発 の 推
進

市民に対し、ＤＶや
セクシュアル・ハラ
スメントなど、男女
間等における暴力を
なくすため、啓発を
進めます。また、売
買春やストーカーな
ど女性の人権を侵害
する行為について、
認識を高めるための
啓発を進めます

啓発事業等において
売買春やストーカー
など女性の人権を侵
害する行為につい
て、認識を高めるた
めの取組みを進め
る。また、女性に対
する暴力をなくすた
め、啓発に努める。

①女性サポートステーションにおいて女性
のための相談を実施していることを年３回
広報で周知したほか、市HPのトップページ
の「さまざまな相談」バナーから、２ク
リックで相談に関する情報にアクセスでき
るよう工夫している。また、１１月の「女
性に対する暴力をなくす運動」期間にガラ
スケにパープルリボンを装着した写真を内
閣府のサイトに掲載し、啓発を強化した。
更に市HPに女性の健康と権利に関する記事
を掲載している。

②市HPや広報、女性サポートステーション
での啓発活動により、女性の権利や女性に
対する暴力の相談窓口に関する情報提供が
出来た。

③継続して情報提供に努め、DVやセクハラ
に関するセミナーや講座などを開催し広く
啓発に取り組む。

啓発事業等において、
売買春やストーカーな
ど女性の人権を侵害す
る行為について、認識
を高めるための取組み
を進める。また、女性
に対する暴力をなくす
ため、啓発に努める。

①異なる部分がある。
意見：
女性の人権を侵害する行為につい
ての認識を高めるための取り組み
の不足を感じるが、令和2年度の
目標での実行を望む。
②適正
③不足はない
④不足はない

人権市民相談課
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企 業 に 対 す
る セ ク シ ュ
ア ル ・ ハ ラ
ス メ ン ト な
ど の 啓 発 の
推進

企業に対し、職場に
おけるセクシュア
ル・ハラスメントに
対する理解と認識を
深めるための啓発を
進めます

市内企業にハラスメ
ントに関する研修を
実施や啓発パンフ
レットの配布に取り
組むほか、啓発講座
の参加企業が増加す
るよう周知に努め
る。

①市内１企業に対しハラスメントをテーマ
に出前研修（参加人数２0名程度　男女比同
程度）を実施したほか、門真市企業人権推
進連絡会、大阪企業人権協議会と連携し、
啓発パンフレットの配布や啓発講座の情報
提供を行った。

②大阪企業人権協議会が実施するハラスメ
ント問題に関する研修の参加者は延べ１社
１名と昨年度の２社３名より減少した。※
新型コロナ感染拡大防止のため例年３回あ
る講座のうち１回が中止となっている。

③令和２年６月１日より、職場におけるハ
ラスメント防止対策が事業主の義務になる
こと（中小事業主は令和４年４月１日か
ら）について効果的な周知方法を検討し、
ハラスメントについての理解を深める啓発
を進める。

市内企業にハラスメン
トに関する研修を実施
し、市HPなどへ周知
啓発記事を掲載するほ
か、女性サポートス
テーションや人権市民
相談課にハラスメント
に関するチラシ・パン
フレット等の配架を行
い周知啓発に努める。

①異なっていない
②適正
③不足はない
④不足はない
意見：
事業主の義務になることの周知徹
底が必須と思われる。

人権市民相談課
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女
性
に
対
す
る
あ
ら
ゆ
る
暴
力
の
根
絶

6

10 基本目標①



平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成31年度
の事業目標

平成３1年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

①異なっていない
②適正
③不足はない
④不足はない
意見：
教職員のみならず、児童・生徒の
ための相談体制の整備が必須と思
われる。

デートＤＶ
の啓発の推
進

若い世代などに対
し、デートＤＶにつ
いて、社会的な課題
であることの認識を
深めるため、啓発を
進めます

様々な機会を捉えて
若い世代にデート
DVに関する啓発活
動を行う。１１月の
「女性に対する暴力
をなくす運動」期間
にDVDを流して啓
発活動する。

①市HPに大阪府が作成した啓発パンフレッ
ト「知っていますか？デートDV」を人権女
性政策課前及び女性サポートステーション
に配架した。

②チラシ配架のみにとどまり効果的な周知
ができなかった。

③より多くの方にデートDV周知できるよ
う、市HPに内閣府男女共同参画局のデート
ＤＶに関するサイトにリンクを貼るほか、
他機関協力し効果的な取り組みについて推
進する必要がある。

様々な機会を捉えて若
い世代にデートDVに
関する啓発活動を行
う。１１月の「女性に
対する暴力をなくす運
動」期間に当施設を利
用される市民に周知で
きるよう、パープル掲
示に取り組んで啓発活
動する。

①DVDを流すことによる啓発活
動の実施が不明である。
②適正
③不足はない
④やや不足
意見：
若い世代の啓発も当然ではある
が、親世代も含めての深い理解が
必要かと考える。

人権市民相談課
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教 職 員 に 対
す る セ ク
シ ュ ア ル ・
ハ ラ ス メ ン
ト な ど の 啓
発の推進

教職員に対し、児
童・生徒に対するセ
クシュアル・ハラス
メントを防止するた
め、児童・生徒のた
めの相談体制の整備
や、管理職をはじめ
とした教職員の研修
の充実を図ります

教職員が正しい知識
を身につけ、児童・
生徒の立場に立った
問題意識をもてるよ
う、より効果的な研
修を行う。

①門真市セクハラ防止指針や、平成29年５
月に改訂された大阪府教育庁作成の「教職
員による児童・生徒に対するセクシュア
ル・ハラスメント防止のために」を踏ま
え、具体事例について研究協議したりする
研修を全ての小・中学校で実施した。ま
た、8月２日管理職人権研修会にて、児童・
生徒に対するセクシュアル・ハラスメント
の防止について周知した。

②管理職をはじめとした教職員に、セクハ
ラは、許されない人権侵害事象であり、児
童生徒の今後の成長にも影響を及ぼす重大
事案であるとの問題意識を明確にすること
ができた。

③今後も計画的・継続的に研修会や啓発を
行い、さらなる教職員の意識向上を図る。

教職員が正しい知識を
身につけ、児童・生徒
の立場に立った問題意
識をもてるよう、管理
職をはじめとした教職
員の研修を充実させる
とともに、児童・生徒
のための相談体制の整
備を推進する。

学校教育課
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11 基本目標①



平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成31年度
の事業目標

平成３1年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

母 子 保 健 事
業 な ど を 通
じたDV防止
の 啓 発 や 相
談の充実

妊産婦やその配偶者
に対し、母子健康手
帳の交付や乳児家庭
全戸訪問などの機会
に啓発や相談を進め
ます

引き続き、母子健康
手帳の交付時に妊
娠・出産に関する専
門性の高い助産師等
による面接を実施
し、必要なケースに
早期に支援を開始す
る。また、個別面
談、家庭訪問並びに
健診等をとおして啓
発に努める。

①母子健康手帳の交付時の助産師等による
全数面接・乳幼児全戸訪問・保健師等の支
援・乳幼児健診等で、妊産婦の状況把握に
努め、ＤＶ防止の啓発や相談に努めた。

②令和2年1月時点で、早期介入が必要な妊
婦（ハイリスク妊婦）でDVの項目に当ては
まったのは、112人中30人おり、妊娠期か
らの状況把握ができた。
また、人権女性政策課や子育て支援課と連
携してシェルターへ避難できるようにする
など、支援ができた。

③関係機関とのスムーズな連携に努める。

引き続き、母子健康手
帳の交付時に妊娠・出
産に関する専門性の高
い助産師等による面接
を実施し、必要なケー
スに早期に支援を開始
する。また、個別面
談、家庭訪問並びに健
診等をとおして啓発に
努める。

①異なっていない
②適正
③不足はない
④不足はない
意見：
前列③の改善点を付加してはいか
がか。

健康増進課
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学 校 な ど に
お け る 人 権
教育の推進

児童・生徒に対し、
小・中学校において
暴力を許さない心を
育む人権教育を進め
ます

昨今の課題である
デートDVなどを含
め、子どもたちの実
態に応じた様々な
「暴力」を許さない
人権教育を推進して
いく。

①令和２年1月15日（水）「男女共同参画
社会」をテーマのひとつに据えた拡大学習
会において、「暴力」を含め、子どもたち
の実態と性のあり方に応じた、園・学校・
職場・地域のあり方について学んだ。
　また、児童・生徒に対しても、複数校で
ＬＧＢＴ当事者を外部講師に招いて、多様
な性の在り方についての講演を行ったり、
看護師や助産師を招いて、性感染症予防等
を含めた性教育全般についての講演を行っ
たりした。

②言葉の「暴力」や実際の「暴力」など、
様々な形での多様性の排除を防ぐ取組を、
多岐に亘る人権教育の視点から学ぶことが
できた。

③今後も、各校において、差別を見抜き、
差別をを許さない人権教育を推進できるよ
うに、研修会や学習会等を実施していく必
要がある。

いじめやデートＤＶな
どをはじめ、様々な形
での人権侵害を許さ
ず、多様性を認める人
権教育を推進する。

①異なっていない
②適正
③不足ない

学校教育課

24

12 基本目標①



平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成31年度
の事業目標

平成３1年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

医 療 ・ 保
健 ・ 福 祉 関
係 者 や 保 健
福 祉 施 設 、
地 域 団 体 な
ど に 対 す る
周知

医師会や保健福祉セ
ンター、門真市民生
委員児童委員協議
会、校区福祉委員会
などに対し、ＤＶを
はじめ児童虐待や高
齢者虐待、障がい者
虐待など、暴力被害
者を見逃さないよう
に、通報窓口や通報
方法などの周知を図
ります

関係課・関係団体と
連携し、当課所管の
門真市民生委員児童
委員協議会、門真市
社会福祉協議会等の
団体、担い手に対す
る関連情報の提供に
努める。

【門真市民生委員児童委員協議会】
①定例会において、枚方少年サポートセン
ターの職員を講師に招き、子どもの見守り
について研修の実施を予定していたが、新
型コロナウイルスの影響でできなかった。
　児童福祉部会研修会において、子育て支
援課の職員を講師に招き、児童虐待につい
て研修の実施を予定していたが、新型コロ
ナウイルスの影響でできなかった。
 主任児童委員が10月に開催した「ぴよぴよ
クラブ」において、オレンジリボンキャン
ペーン啓発物を配布し、児童虐待の周知を
行った。
 事務局として、上記の活動をサポート・助
言している。

②門真市における児童虐待の通報窓口や児
童虐待に関する周知を十分に図れなかっ
た。

③児童虐待以外の高齢者虐待等についての
情報提供が不十分である。

当課所管の門真市民生
委員児童委員協議会、
門真市社会福祉協議会
等の団体、担い手に対
する情報提供に努め、
地域の見守り力の向上
に努める。

①異なっていない
②適正
③不足はない
④不足はない
意見：
地域の見回り力の向上により、得
られる情報は多いと考える。向上
に期待する。

福祉政策課
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被 害 者 を 発
見 し や す い
立 場 に あ る
職 員 に 対 す
る情報提供

ＤVや虐待に対して
適切な対応ができる
ように、関係課の相
談窓口職員や教職員
などのスキルアップ
を図るため、情報を
収集し、提供します

大阪府等が開催する
ＤＶ等研修会の庁内
周知を図り、職員及
び相談員の参加を促
し、スキルアップを
図るとともに、庁内
関係課との情報共有
の機会を充実させる

①府が実施する研修などに本課職員を参加
させ、最新情報の収集に努めるとともに、
その内容を関係機関に報告し、情報の共有
にも努めた。また、令和元年11月21日に
人事課と協力し「女性と子どものDVを防止
するための基礎知識」と題して新規採用職
員及び参加希望者の職員研修を実施し47名
（男31名、女16名、男女比2：1）の参加
があった。

②庁内関係課との情報共有が進んだ。ま
た、研修によって職員のスキルアップにつ
ながった。

③継続して庁内関係課と情報共有に努める
とともに、職員がDV被害者へ適切な対応が
できるよう研修などを実施していく。

大阪府等が開催するＤ
Ｖ等研修会の庁内周知
を図り、職員及び相談
員の参加を促し、スキ
ルアップを図るととも
に、庁内関係課との情
報共有の機会を充実さ
せる

①異なっていない
②適正
③不足なし
④不足なし
意見：
研修は、スキルアップにつながる
ような具体的な内容であったか？

人権市民相談課
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13 基本目標①



平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成31年度
の事業目標

平成３1年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

女 性 に 対 す
る 暴 力 表 現
を 含 む 屋 外
広 告 物 の な
い ま ち づ く
りの推進

女性に対する暴力表
現を含む屋外広告物
に対し、門真市美し
いまちづくり推進協
議会や地域団体と連
携し、指導、警告、
撤去活動を進めます

広報紙やホームペー
ジへの周知とともに
門真市美しいまちづ
くり推進協議会不法
屋外広告物対策部会
及び門真市違法屋外
広告物追放推進団体
による撤去活動の推
進に努めていく。

①門真市美しいまちづくり推進協議会の不
法屋外広告物対策部会において、奇数月に
京阪電鉄門真市駅及び古川橋駅周辺の不法
屋外広告物撤去活動と啓発活動（11月）を
行っている（９月を除く）。また、自治会
や門真市シルバー人材センターによる撤去
活動及び門真市障がい福祉を考える会への
業務委託も行っている（H31撤去件数　計
46件(R２.２月末時点)）。

②街頭に掲示されている違法屋外広告物が
近年減少傾向にあり、まちの景観が向上し
てきている。

③違法屋外広告物がまちからなくなるよ
う、啓発・撤去活動をさらに推進していく
必要がある。

広報紙やホームペー
ジへの周知と伴に門
真市美しいまちづく
り推進協議会不法屋
外広告物対策部会、門
真市違法屋外広告物追
放推進団体、門真市障
がい福祉を考える会に
よる撤去活動の推進
に努めていく。

①異なっていない
②適正
③不足なない
④不足はない
意見：
違法屋外広告物の減少において、
再掲示など悪質性のあるものの検
証の必要性はないか？

環境政策課

27

14 基本目標①



平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成31年度
の事業目標

平成３1年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

2 相談窓口の
周知

広報紙をはじめホー
ムページやパンフ
レット、講座、母子
保健事業などさまざ
まな媒体や機会を通
じて、相談窓口の周
知を図ります

定期的に広報紙や
ホームぺージを中心
に、女性のための相
談、人権相談、人権
擁護委員による相談
や関係機関での専門
分野も含めた相談の
周知を図り相談体制
の充実をめざす

①各種相談事業について定期的に広報や市
HPに掲載し、市HPトップページの各種相
談のバナーから２クリックで情報にアクセ
スできよう工夫しているほか、女性サポー
トステーションセミナー及び絵本読み聞か
せの参加者には、毎回口頭と当ステーショ
ンのチラシの配布等で相談窓口の案内をし
た。

②相談窓口の周知に加え、HPにおける相談
窓口情報に至るまでの手順を簡素化しアク
セスしやすくしている。

③引き続き効果的な周知方法などを検討し
ていく。

定期的に広報紙やホー
ムぺージを中心に、女
性のための相談、人権
相談、人権擁護委員に
よる相談や関係機関で
の専門分野も含めた相
談の周知を図り相談体
制の充実をめざす

施策回答「個別の対応に関して、
前年来、継続的に取り組んでおら
れる各施策のいずれについても、
体制の充実が図れていると評価で
きる。本年度の目標も、これらを
更に深化させるものが個々に準備
されていおり、利用者視点を意識
した実行を期待する。」
　
　継続的な取り組みなので、アク
セスの容易さを利用者目線で確認
しながら、充実を図って頂きた
い。

人権市民相談課

28

相談窓口の
周知

広報紙をはじめホー
ムページやパンフ
レット、講座、母子
保健事業などさまざ
まな媒体や機会を通
じて、相談窓口の周
知を図ります

引き続き、乳幼児健
診時に相談窓口の周
知を図り、更に家庭
訪問などきめ細やか
な個別支援を継続す
ることで適切な情報
提供に努める。ま
た、H31年4月か
ら保健福祉センター
内に「門真市子育て
世代包括支援セン
ターひよこテラス」
の運営を開始し、ワ
ンストップで相談に
応じる体制を構築す
る。

①乳幼児健診及び家庭訪問などにおいて対
象者からの相談に応じ、相談窓口の周知を
図った。

②保健師による訪問時等に支援中の母子な
どの相談対応ができた。また、ワンストッ
プで相談に応じる体制を構築できるよう
に、H31年4月から保健福祉センター内に
「門真市子育て世代包括支援センターひよ
こテラス」の運営を開始した。

③家庭訪問活動などをとおしてＤＶの周知
を行い、更なる関係機関との連携に努め
る。

引き続き、乳幼児健診
時に相談窓口の周知を
図り、更に家庭訪問な
どきめ細やかな個別支
援を継続することで適
切な情報提供に努め
る。また、「門真市子
育て世代包括支援セン
ターひよこテラス」の
相談支援体制を強化す
る。

ワンストップによる支援の提供実
績を踏まえて、より充実した体制
の構築を検討・実行頂きたい。

健康増進課

29

安心して
相談でき
る体制を
充実する

7

15 基本目標①



平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成31年度
の事業目標

平成３1年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

相 談 機 能 の
充 実 と 窓 口
の 連 携 の 強
化

DVなどの被害者が
抱える悩みや暴力に
対して適切に対応
し、被害者の心身の
ケアに努めるととも
に、相談機能の充実
と窓口の連携の強化
を図ります

複合的な課題をもっ
た相談ケースが増加
しているためさらな
る関係機関との連携
を図る。

①各相談窓口の相談件数（延べ）
人権相談　331件
　女性275件（うちDV117件）
　男性56件　（うちDV　０件）
であり総相談件数が前年度の延べ372件から
41件減少した。
また、相談対応においても寄り添い相談が62
件（前年度から12件減）、自宅等への出張相
談が５件（前年度と同じ）と、ともに減少し
た。
女性のための相談141件
　夫婦間トラブル・離婚前相談・DV80件
　親族間トラブル10件
　その他（生きづらさ、近隣トラブル、知人
トラブ　ル、男女関係トラブル、生活不安、
病気不安、子育て他）51件
人権擁護委員の相談　９件（男女比不明）人
権擁護委員による人権相談では、市内10か所
の福祉施設において出張相談を実施してい
る。
　相談窓口の周知については定期的に市広報
に女性のための相談や人権相談窓口を掲載し
周知をおこなった。

②相談件数は減少しているが、継続相談や前
年からの再相談は増加しており、安心して相
談できる場を提供できた。

③複合的課題を抱えた相談者への相談支援を
行うため、相談員自身が自己研鑽に努め、関
係機関との協働を図る。

複合的な課題をもった
相談ケースが増加して
いるため、関係機関と
のさらなる連携を図
る。

総件数の減少は、施策の効果の一
つと評価しつつ、案件内容の深刻
化・複雑化が見て取れるので、複
合的な課題への対応体制を更に充
実させて頂きたい。

人権市民相談課

30

警 察 や 医 療
機 関 、 大 阪
府 等 関 係 機
関 と の 連 携
の強化

DVなどの課題の解
決に向けた取り組み
を進めるために、警
察や医療機関、大阪
府等関係機関との連
携の強化に努めます

DV被害者とその家
族などの安全を確保
するため、引き続き
関係機関と連携を図
り、情報共有の充実
を図る等体制強化に
努める。

①人権相談と女性のための相談の相談員が
月１回定期的に情報交換会を行っている。
相談対応例について常々検討するととも
に、門真警察署や保健所、医療機関、大阪
府等の関係機関とも日頃から情報の共有を
図り連携を強化している。

②門真警察署、大阪府女性相談センターや
中央子ども家庭センターとの連携を図り被
害者とその家族のニーズに沿った支援を
行った。

③被害者支援に向け、庁内関係各課や関係
機関等と横断的、包括的な連携体制の更な
る構築を図り、情報の共有化に取り組む必
要がある。

DV被害者と同伴家族
の安全を確保するた
め、引き続き関係機関
と連携をや情報共有の
充実を図り体制強化に
努める。

過年度同様、連携による支援が出
来たことは評価できる。相談者及
び関係機関との情報共有体制の更
なる深化を進めて頂きたい。

人権市民相談課
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16 基本目標①



平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成31年度
の事業目標

平成３1年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

充実した研修体制の下で、関係機
関との連携が進んでいると評価で
きる。さらに、児童が所属する機
関との連携も図って頂き、子に対
する福祉の充実を望む。

高齢者や障
がいのある
人、外国人
などの相談
対応の充実

関係機関と連携し、
高齢者や障がいのあ
る人、外国人などの
相談対応に努めます

関係機関と連携し、
高齢者や障がいのあ
る人、外国人などの
相談対応に努めます

①迅速に相談対応できるよう関係課や関係
機関との連携を進めた。

②関係課及び関係機関との連携により、相
談者の立場・状況に合った対応ができた。

③外国籍の相談者に対しては、大阪府のト
リオフォンが活用できる旨、庁内周知に努
める。

関係機関と連携し、高
齢者や障がいのある
人、外国人などの相談
対応に努める

継続的な取り組みの結果、昨年度
同様に実効性があがったと評価で
きる。利用者の利便性に最大限配
慮した施策の実現を望む。

人権市民相談課
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子 ど も に 関
す る 相 談 体
制の充実

子どもに関する相談
を通じ、その家庭が
抱える問題につい
て、適切に対応し、
支援に努めます

様々な研修の機会を
活用して参加し、相
談員のスキルアップ
を図る。門真市こど
も家庭総合支援拠点
と子育て世代包括支
援センターとの連携
に取り組み、子ども
に係る相談体制の充
実に努める。より一
層の関係機関等との
連携を強化しなが
ら、ケースに応じた
支援体制を構築す
る。

①平成30年度に門真市こども家庭総合支援
拠点を設置し、相談体制の充実を図ってい
る。各家庭が抱える様々な問題を把握し、
その問題に適切に対応するため、中央子ど
も家庭センターを講師とした心理教育及び
面接技法の研修他、スキルアップの研修へ
も積極的に参加するとともに、関係機関等
との連携強化にも努めた。
また、児童福祉に精通した弁護士を継続し
て配置し、指導、助言のもと、ケース対応
を行った。
・相談員人数　9名（管理職除く）
　男２名　女７名
・スキルアップ研修テーマ
　司法面接技法について
　研修回数　　27回

②年度当初に小中学校をはじめとした各所
属先へうかがい、児童虐待についての説明
を実施することで関係機関との連携強化を
図ることができた。また、様々な専門職等
を配置することで、毎年増加する児童虐待
をはじめとした多様な相談に対応し、重層
的な支援を実施することができた。

③様々な事案をうけ、児童虐待通告を含め
た相談件数は年々増加傾向にあり、その相
談の内容も多様化している。児童が所属す
る機関との連携（巡回相談等の交流）の強
化に努めつつ、国通知においても相談体制
の充実が必要とされており、相談員の増員
と資質の向上に今後も務める必要がある。

様々な研修の機会を活
用して参加し、相談員
のスキルアップを図
る。門真市こども家庭
総合支援拠点と子育て
世代包括支援センター
との連携に取り組み、
子どもに係る相談体制
の充実に努める。支援
拠点の体制の確立につ
とめつつ、より一層の
関係機関等との連携を
強化しながら、ケース
に応じた支援体制を構
築する。

子育て支援課

32

17 基本目標①



平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成31年度
の事業目標

平成３1年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

高齢者や障
がいのある
人、外国人
などの相談
対応の充実

関係機関と連携し、
高齢者や障がいのあ
る人、外国人などの
相談対応に努めます

第５期障がい福祉計
画・第１期障がい児
福祉計画に基づき、
31年４月に開設し
た地域生活支援拠点
で実施する24時間
365日の相談体制
と、拠点内に移転す
る障がい者基幹相談
支援センターを中核
として、障がいのあ
る人の各種相談支援
事業所及び関係機関
と連携して継続的に
障がいのある人や外
国人の方からの相談
に対応し、地域で安
心した生活が送れる
よう支援する。
また、「障害者虐待
防止法」及び「障害
者差別解消法」に関
する相談の対応、充
実にも継続的に取り
組む。

①31年４月に開設した地域生活支援拠点で
実施する24時間365日の相談体制と、拠点
内に移転する障がい者基幹相談支援セン
ターを中核として、市内2カ所の委託障がい
者相談支援事業所及び市内外の指定特定相
談支援事業所など、関係機関と連携し、障
がいのある人や外国人等からの相談に対し
て問題解決に向け取り組んだ。また、「障
害者差別解消法」に関する相談にも対応で
きるよう、引き続き庁内への周知及び新規
採用職員・新任管理職向け研修を実施する
とともに、関係機関との連携を図り相談体
制を充実させた。

②関係機関と会議・連絡等を通じて連携を
図り、スムーズな問題解決ができるよう取
り組めた。また障がい者基幹相談支援セン
ターを中核とするネットワークによる相談
支援体制を強化できた。

③今後も障がい者基幹相談支援センターを
中核とした相談支援体制のネットワークの
さらなる強化に取り組む。

第５期障がい福祉計
画・第１期障がい児福
祉計画に基づき、31
年４月に開設した地域
生活支援拠点で実施す
る24時間365日の相
談体制と、拠点内に移
転した障がい者基幹相
談支援センターを中核
として、障がいのある
人の各種相談支援事業
所及び関係機関と連携
して継続的に障がいの
ある人や外国人の方か
らの相談に対応し、地
域で安心した生活が送
れるよう支援する。ま
た、適切な支援につな
がるよう第４次障がい
者計画及び第６期障が
い福祉計画・第２期障
がい児福祉計画を策定
する。

３１年４月開設の相談体制の１年
間の実績を踏まえて、本年度の相
談体制の検討・実行を頂きたい。

障がい福祉課　

34

高齢者や障
がいのある
人、外国人
などの相談
対応の充実

関係機関と連携し、
高齢者や障がいのあ
る人、外国人などの
相談対応に努めます

関係機関との連携体
制の強化、職員の能
力向上を図り、引き
続き相談体制の強化
に努める。

①地域包括支援センターを始め、窓口対応
時、相談内容に応じて必要な支援に繋げ
た。また、会議等を開催し、関係機関との
連携を図った。

②関係機関と連携を図ることで適切な対応
をとることができた。

③関係機関との連携体制の強化及び相談対
応職員の能力向上を図る必要がある。

関係機関と連携体制の
強化、職員の能力向上
を図り、引き続き相談
対応の充実に努める。

関係機関との連携や外国人につい
ては多言語対応体制を継続しなが
ら、相談体制の充実を継続頂きた
い。

高齢福祉課
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18 基本目標①



平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成31年度
の事業目標

平成３1年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

職員研修の
充実

職員に対し、ＤＶや
虐待に関する理解を
深めるとともに、不
適切な対応による二
次的被害を防止する
ため、研修を充実し
ます

啓発事業において人
事課と連携し、様々
な暴力等の問題につ
いて、研修に取り組
むとともに各課にお
けるＯＪＴでも取り
組めるよう庁内へ発
信する。
また、国・府等関係
機関が実施する研修
に職員が参加できる
よう情報提供を行
う。

①府が実施する「障がい者虐待対応・救済
アドバイザー研修」、「女性相談センター
新任職員研修」、「DV被害者の地域支援養
成講座（婦人保護施設の見学研修）」に本
課職員を参加させ、最新情報の収集に努め
るとともに、その内容を関係機関に報告
し、情報の共有に努めた。また、令和元年
11月21日に人事課と協力し「女性と子ど
ものDVを防止するための基礎知識」と題し
て職員研修を実施した。

②人事課と協力して実施した職員研修は47
名（男31名、女16名、男女比２：１）の
参加があり好評だった。

③ＤＶや虐待に関する理解が更に深まるよ
う職員研修を継続する。

啓発事業において人事
課と連携し、様々な暴
力等の問題について、
研修に取り組むととも
に各課におけるＯＪＴ
でも取り組めるよう庁
内へ発信する。
また、国・府等関係機
関が実施する研修に職
員が参加できるよう情
報提供を行う。

他機関の研修参加及び庁内研修の
充実の継続は評価できる。前年度
比において、庁内研修女性参加者
の減少に留意しつつ、職員啓発が
進むことを望む。

人権市民相談課

36

職員研修の
充実

職員に対し、ＤＶや
虐待に関する理解を
深めるとともに、不
適切な対応による二
次的被害を防止する
ため、研修を充実し
ます

人権意識の向上は研
修の重点項目と位置
付けており、引き続
き研修を実施しす
る。また、派遣研修
については、関係部
署等に積極的に情報
提供していく

①人権意識の向上を図るため、全職員が５
年間で１度は受講する必須研修と位置付
け、研修を実施しているところである。令
和元年度は、人権問題研修とは別にＤＶを
テーマとする研修を実施した。
テーマ：インターネットと子どものいじめ
（8/８開催　男性52名女性39名　男：女
26：19.5）、
ひきこもり（9/４開催　男性56名女性31
名　男：女　28：15.5）、
ＬＧＢＴ（9/６開催　男性30名女性21名
男：女　10：7）、
女性と子どものＤＶを防止するための基礎
知識（11/21　男性30名女性15名　男：
女　2：1）

②継続して研修を実施することより、人権
意識の向上は図れており、平成29年度、平
成30年度に引き続いてＤＶの内容を含めた
研修を実施できた。受講者には学んだこと
を職場で共有を図り業務等に活かしても
らっており、引き続き、派遣研修も含め
て、研修を実施していく。

③今後、男女共同参画プランの基本理念を
踏まえ、研修を実施していく。

人権意識の向上は研修
の重点項目と位置付け
ており、引き続き研修
を実施する。また、派
遣研修については、関
係部署等に積極的に情
報提供していく。

研修テーマを、毎年検討の上で、
リアルタイムに問題となっている
テーマを設定するなど、研修の充
実が見て取れる。継続的な研修活
動の充実を今後とも継続された
い。

人事課

37

19 基本目標①



平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成31年度
の事業目標

平成３1年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

3 被害者に
対する支
援体制を
整える

大阪府等関
係機関との
連携による
一時保護の
推進

DV被害者とその家
族などの安全を確保
するため、大阪府等
関係機関と連携し、
適切な一時保護に努
めます

警察署や大阪府等関
係機関との連携強化
を図り被害者支援に
努める

①人権女性政策課が一時保護した件数は10
件であった。（人権相談９件、女性相談１
件）

②大阪府等関係機関と調整し、一時保護施
設で被害者の自立に向けた生活支援等が行
えた。

③一時保護以外の手段についても研究し、
DV被害者の選択肢が増えるよう情報収集な
どに努める。

警察署や大阪府等関係
機関との連携強化を図
り被害者支援に努める

一時保護に対する利用者の意識が
変遷するなか、行政としての適切
な関与を意識した実際の運営を期
待する。

人権市民相談課

38

被 害 者 の 状
況 に 対 応 し
た 支 援 の 充
実

DV被害者の生活な
どについて、庁内で
連携し状況に対応し
た支援に努めます

ＤＶ被害者の主体的
な判断による意思決
定に基づき、庁内関
係各課担当者と連携
強化を図り充実した
支援を行う

①DVに関する相談は延べ197件（女性のた
めの相談延べ80件・人権相談延べ117 件)
で、庁内関係各課と支援検討会議を人権相
談　回実施した。また大阪府家庭支援課や
保健所が主催する研修会に参加することで
個別ケースの学習や庁内以外の関係機関と
の関係づくりに取り組んだ。

②DV被害者の相談内容を十分に聞き取り、
本人の意思を把握の上、本人の意思決定に
よる援助ができている。

③関係機関との連携を進め、被害者の生活
安定に向けた支援に努める。

ＤＶ被害者の主体的な
判断による意思決定に
基づき、庁内関係各課
担当者と連携強化を図
り充実した支援を行う

女性サポートステーション
WESS等で実施されている｢人権
相談｣｢女性のための相談｣がもっ
と市民に周知活用され、引き続き
DV被害者への支援が行われる様
期待する。

人権市民相談課

39

被 害 者 の 状
況 に 対 応 し
た 支 援 の 充
実

DV被害者の生活な
どについて、庁内で
連携し状況に対応し
た支援に努めます

住民基本台帳事務等
に基づく支援措置の
実施に際し、関係各
部局との情報共有等
について更なる強化
を図り、また情報管
理についても強化に
努める。

①「住民基本台帳の一部の写しの閲覧及び
住民票の写し等の交付並びに戸籍の附票の
写しの交付におけるドメスティック・バイ
オレンス及びストーカー行為等の被害者の
保護のための門真市措置要領」に基づき支
援措置を実施した。

②相談機関及び他の市町村との連携によ
り、ＤＶ被害者に対する支援措置の実施に
努めた。

③関係各部局との連携及び情報管理の更な
る強化を図り、適切な管理体制のもとでＤ
Ｖ等の被害者が安心して生活できるように
努める。

住民基本台帳事務等に
基づく支援措置の実施
に際し、関係各部局と
の情報共有等について
更なる強化を図り、ま
た情報管理についても
強化に努める。

関係する部署・機関などと連携し
てDV被害者支援の一層の充実を
図られたい。

市民課

40

8

20 基本目標①



平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成31年度
の事業目標

平成３1年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

被 害 者 の 状
況 に 対 応 し
た 支 援 の 充
実

DV被害者の生活な
どについて、庁内で
連携し状況に対応し
た支援に努めます

関係各課とも連携を
図りながら被害者の
安全な生活確保に努
める。関係機関との
さらなる連携強化に
努める。

①被害者の安全確認及び安全確保に努め、
関係機関等と情報共有・連携を行ないなが
ら、安全な出産及び子育てができるよう支
援を行った。また、状況に応じて、母子生
活支援施設入所等必要な支援に向けての調
整を行った。
　
②被害者の話を十分に傾聴し、意思を確認
するとともに、関係機関等と連携しなが
ら、情報共有を行うことで、被害者のエン
パワーメントに努めることで、被害者の自
立につながった。

③ＤＶの特性を理解しながら、関係機関等
と連携し情報把握のうえ、被害者の安全確
保に努める。

関係各課とも連携を図
りながら被害者の安全
な生活確保に努める。
関係機関とのさらなる
連携強化に努める。

女性サポートステーションをはじ
めとした関係する部署・機関など
と連携してDV被害者支援の一層
の充実を図られたい。

子育て支援課

41

被 害 者 の 状
況 に 対 応 し
た 支 援 の 充
実

DV被害者の生活な
どについて、庁内で
連携し状況に対応し
た支援に努めます

DV被害者（生活保
護受給者）の生活に
ついて、庁内各課及
びその他関係機関
（女性相談セン
ター、介護施設等)
との連携を行い、状
況に応じた支援に努
める。

①庁内各課及びその他関係機関からの連絡
や生活保護相談窓口に直接相談に来所した
ＤＶ被害者（生活保護受給者）に対して関
係機関との連絡・調整を速やかに行い対応
した。

②関係機関との連絡・調整を速やかに行う
ことにより、ＤＶ被害者（生活保護受給
者）への支援の充実が図れた。

③庁内各課及び関係機関との連携をこれま
で以上に綿密に行う。

DV被害者（生活保護
受給者）の生活につい
て、庁内各課及びその
他関係機関（女性相談
センター、介護施設
等)との連携を行い、
状況に応じた支援に努
める。

関係各種団体、女性サポートス
テーションをはじめとした関係す
る部署・機関などと連携してDV
被害者支援の一層の充実を図られ
たい。

保護課

42

21 基本目標①



平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成31年度
の事業目標

平成３1年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

関 係 機 関 と
の 連 携 に よ
る 就 労 支 援
の推進

就労に必要な技能、
資格取得のための職
業訓練機会などの情
報提供を行うととも
に、ハローワークな
ど関係機関との連携
による就労支援を進
めます

職業訓練等の情報提
供とともに、ハロー
ワークや府・庁内関
係各課との連携強化
を図り、ひとりでも
多くの就職困難者が
就労できるように努
める。

①国や大阪府等からの技術向上・資格取得
のための職業訓練等のチラシ・パンフレッ
トを市施設内に配架し、就労相談・セミ
ナー等の周知に努めた。また、就労相談に
来られた方を女性サポートステーション実
施の「かどママ就活サポート講座」を案内
し、同ステーションにつなぐ等、庁内での
連携を実施した。さらに、門真市・守口
市・守口門真商工会議所・ハローワーク門
真と合同で合同企業説明会・面接会を実施
した。

②ハローワークや府と情報提供や合同企業
説明会・面接会などで連携でき、また庁内
関係各課とも連携ができた。

③一層庁内関係各課との連携を強化し、就
労相談・支援の充実に努める。

職業訓練等の情報提供
とともに、ハローワー
クや府・庁内関係各課
との連携強化を図り、
ひとりでも多くの人が
就労できるように努め
る。

生活困窮者自立支援制度などによ
る相談・支援体制の強化充実を図
られたい。

産業振興課

43

被 害 者 の 子
ど も の 心 身
の ケ ア 体 制
の充実

子どもが安心して生
活ができるように、
大阪府等関係機関と
の連携を図ります

門真市こども家庭総
合拠点の機能を強化
し、関係各課及び関
係機関とのさらなる
連携強化に努める。

①子どもの安全確保を最優先に行い、関係
機関や関係各課との連携に努めるととも
に、支援を行った。また、関係機関と連携
し、母子生活支援施設等入所が必要な場合
はその調整を行うとともに入所後の退所ま
での支援体制の構築、施設との協力体制に
努めた。
　
②被害者の話を傾聴し、意思を確認しなが
ら、情報提供を行った。また、関係機関と
連携し、子どもの安心安全な環境確保に努
め、被害者が一日も早く自立した生活に戻
れるよう必要な支援の体制を整備に努め
た。

③ＤＶの特性を理解しながら、関係機関と
連携しつつ、子どもの安全やケアに努める
ことで児童の健全育成の環境整備を行う。

門真市こども家庭総合
支援拠点の機能を強化
し、関係各課及び関係
機関とのさらなる連携
強化に努める。

関係各種団体・市役所関係課など
と連携・協力して要保護児童など
によりきめ細やかな支援を充実す
るよう働きかける。

子育て支援課

44

22 基本目標①



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成3１年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

1 1 市政に対す
る関心の喚
起

女性の意見を政策に
反映する大切さや、
女性が市政やまちづ
くりに関心を持つよ
う、広報紙などを活
用して啓発を進めま
す。また、審議会等
委員への女性の参画
率などの情報を提供
するなど、市民にわ
かりやすい市政の推
進に努めます

女性の意見を政策に
反映することの大切
さを、広報かどまや
ホームページで啓発
するとともに、庁内
関係課と連携し積極
的に審議会等委員へ
の女性の登用を進め
る

①「第２次かどま男女共同参画プラン」及
び推進状況を市ホームページに掲載し、市
政への女性の参画の重要性等や審議会等委
員への女性の登用率を情報提供した。

②女性の意見を政策に反映することの大切
さをHPで啓発できた。
　
③庁内関係課に対し、審議会等委員の女性
登用の啓発に努めるとともに、市ホーム
ページなどで審議会等への女性委員の登用
率について情報提供の充実を図る。

女性の意見を政策に反
映することの大切さ
を、広報かどまやホー
ムページで啓発すると
ともに、庁内関係課と
連携し積極的に審議会
等委員への女性の登用
を進める。

庁内で管理職として活躍している
女性から広報誌やホームページで
市民に情報発信する等、女性の意
見を政策に反映することの意義を
分かりやすく市民に伝える工夫も
していただきたい。

人権市民相談課

45

審 議 会 等 委
員 へ の 女 性
の参画促進

市の政策・方針決定
や施策立案の場であ
る審議会や委員会へ
の女性委員の参画目
標を設定し、参画を
促進するとともに、
女性委員のいない審
議会などの解消をめ
ざします

審議会や委員会にお
いて多様な意見を反
映するためには、男
女偏りのない委員の
登用が重要であるこ
とを庁内関係各課に
周知するとともに、
比率の低い女性委員
の登用に向けた取り
組みを促進する。

①地方自治法第202条の３に基づく審議会
等の女性登用率は26.2％（H30：
26.2％）で昨年と同比率で、女性委員のい
ない審議会等も引き続きあったが、女性の
みの審議会はなかった。
　
②「第２次男女共同参画プラン」では女性
委員の割合30％、女性委員のいない審議会
の解消を図ることを目標に明記しており、
庁内での認識度は向上している。

③引き続き、審議会等へ女性委員の登用を
積極的に促進する。

審議会や委員会におい
て多様な意見を反映す
るためには、男女偏り
のない委員の登用が重
要であることを庁内関
係各課に周知するとと
もに、比率の低い女性
委員の登用に向けた取
り組みを促進する。

女性登用率の低い審議会について
は、担当課にヒアリングをする等
によってその要因を探り、解決に
向けて具体的に取り組んでいただ
きたい。

人権市民相談課

46

人材の把握
と活用

審議会等委員の女性
の参画を促進するた
め、各種団体の女性
リーダーなど、人材
の把握と活用を促進
します

各種団体の所管課で
ある庁内関係各課と
連携し、女性の参画
の充実を図る取り組
みを進める

①商工会議所と情報交換の場を設け、地域
活動の中で活躍する女性の把握に努めると
ともに、女性起業家の養成方法について検
討した。

②民間団体の実情把握について、正確な情
報収集はできていない。

③審議会等委員に参画できる女性リーダー
の人材把握、人材育成について更に取り組
みを進める。

各種団体の所管課であ
る庁内関係各課と連携
し、女性の参画の充実
を図る取り組みを進め
る。

地域の課題解決のために社会的起
業を成し遂げた女性人材情報等も
他部局との連携により把握し、そ
のような方々についても積極的に
活用を促進していただきたい。

人権市民相談課

47

方針 施策

政
策
・
方
針
決
定
過
程
へ
の
女
性
の
参
画
の
促
進

9審議会等
委員への
女性の参
画の促進
する

23 基本目標②



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成3１年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

民 間 団 体 に
お け る 女 性
の 参 画 の 拡
大

商工会議所などの団
体における方針決定
過程への女性の参画
を働きかけます

各種団体に、女性の
参画の充実を図るよ
う働きかけていく。
また、「女性のため
の起業セミナー」を
継続して実施する。
※R1.5.25（土）
開催・参加者数15
名

①守口門真商工会議所女性会に協力いただ
き「女性のための起業入門」セミナーを5月
25日に開催した。15名の参加者で好評
だった。

②本講座を受講後のアンケートでは、大変
満足だった９人、まあ満足だった５人、や
や不満足だった１人と１４人の方が満足さ
れて、「起業に向けて一歩踏み出そうとし
ている方がたくさんいてることに勇気づけ
られた」と感謝のご意見があった。

③起業を希望される女性が市内でも多く、
今後も起業セミナーの開催に向け取り組
む。

各種団体に、女性の参
画の充実を図るよう働
きかけていく。
また、「女性のための
起業セミナー」を継続
して実施する。

「女性のための起業セミナー」に
おいては、参加者に様々な形態の
起業があることを十分に伝え、起
業することへのハードルを下げる
工夫もしていただきたい。それに
より、女性の起業促進に繋がるこ
とを期待する。

人権市民相談課

48

地 域 活 動 に
お け る 女 性
の 参 画 の 拡
大

ＰＴＡや自治会など
の各種団体の代表や
役員への女性の参画
を働きかけます

各種団体に、女性の
参画の充実を図るよ
う働きかけるととも
に、関係課と連携し
地域団体にも啓発を
行う

①男女共同参画に関する啓発事業への参加
を各種団体に呼びかけ女性の参画の重要性
について啓発するとともに、女性の活躍を
支援する女性サポートステーションを周知
した。

②「スポーツと男女共同参画」をテーマに
開催した男女共同参画講演会では715名
（男女比未把握）の参加があった。
また、「まったなし！今すぐ取り組む仕事
と介護の両立支援」をテーマに開催した
ワーク・ライフ・バランス講座では44名
（男性26名・女性18名）の参加があっ
た。

③地域活動における女性参画についての情
報収集に努めるとともに、団体等の会議の
場などに赴き、周知・啓発ができるよう関
係づくりを進める。

各種団体の所管課であ
る庁内関係各課と連携
し、女性の参画の充実
を図る取り組みを進め
る。

講演会や講座への参加者数が多
かったことは、市民の男女共同参
画への関心の高まりの表れであ
り、評価できる。引き続き、周
知・啓発を続けていただきたい。

人権市民相談課

49

24 基本目標②



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成3１年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

2 職 員 研 修 の
充 実 と 男 女
共 同 参 画 の
視 点 に 立 っ
た 職 務 配 置
の推進

市の政策・方針決定
過程への女性の参画
及び女性職員の管理
職への登用を積極的
に進めます。女性職
員のモチベーション
を高め、どの職階に
おいても男女の差な
く活躍できるよう
に、女性職員の職域
拡大、職務経験を通
じた積極的なキャリ
ア形成を支援するほ
か、職員研修の充実
を図ります

門真市における女性
職員の活躍の推進に
関する特定事業主行
動計画（第１期）に
基づき、女性の管理
職登用を実施してい
く。

①平成３1年４月１日現在の女性管理職（課
長補佐級以上）は47人であり、管理職全体
の24.3％であった。
　
②平成30年４月１日と比べ、女性管理職の
割合は、前年度1.7%を下回った。

③今後も、積極的な女性職員の登用を実施
していくとともに、職員へ意識啓発をして
いく。

門真市における女性職
員の活躍の推進に関す
る特定事業主行動計画
に基づき、女性の管理
職登用を実施してい
く。

女性管理職が職員研修等で管理職
としての働き甲斐を語る等して、
女性職員のモチベーションを高め
るとともに、女性の活躍推進につ
いて男性職員の理解を深める工夫
をしていただきたい。

人事課

50

小 ・ 中 学 校
に お け る 女
性 管 理 職 の
任用

女性教職員の管理職
任用を働きかけ、学
校運営への男女共同
参画を図ります

女性教職員の管理職
任用をさらに積極的
に推進していく。

①市内小・中学校20校40名の管理職のう
ち、14名が女性である。

②女性管理職の登用率は平成30年度と同様
である。（平成30年度…35％　令和元年
度…35％）

③女性教職員の管理職登用を今後も積極的
に進めていく。

女性教職員の管理職任
用をさらに積極的に推
進していく。

女性教職員が管理職を志すにあ
たっての阻害要因を取り除くため
に、現職の管理職等による相談支
援体制を整えていただきたい。

学校教育課

51

10女性職
員・女性
教職員の
登用を促
進する

25 基本目標②



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成3１年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

2 1 高 齢 者 の 地
域 に お け る
活動の促進

退職後の男性などの
高齢者がボランティ
アなどに参加しやす
いように、門真市シ
ルバー人材センター
や老人クラブ連合会
などを通じて、身近
な地域でのボラン
ティア体験や活動な
どができる体制づく
りに努めます

高齢者の中でも若手
の参加者が減ってい
く中、老人クラブと
連携し事業の周知を
行い、参加者の増加
に努める。

①老人クラブの加入資格の変更を行い60歳
未満の若手の者でも老人クラブに加入でき
るようになった。
 
②若手の者が加入できるようになり、閉じ
こもりや介護予防のための運動習慣を身に
つけ、健康の維持・増進を行う事業を進め
やすくなった。
 
③健康維持増進のための「歩こうよ・歩こ
うね」運動の参加者が年々減少傾向であ
る。参加者の増加を図るため、老人クラブ
と連携して周知方法を検討していく。

老人クラブ加入者、
「歩こうよ・歩こう
ね」運動参加者ともに
減少傾向であるため、
老人クラブと連携し、
参加者の増加に努め
る。

老人クラブの加入資格の変更を
行って６０歳未満の若手の方も加
入できるようになったことは、共
助の観点からも評価できる。

高齢福祉課

52

ボランティ
ア活動の促
進

男女がともに地域活
動に参加できるよう
に、ボランティア講
座やボランティア
フェスティバルの開
催などを支援し、活
動の周知・啓発を図
ります

ボランティア活動を
推進している門真市
社会福祉協議会がよ
り地域のボランティ
アの活性化を図れる
よう支援していく。

①社会福祉協議会において開催するボラン
ティア講座やボランティアフェステバル等
の活動の支援を実施。

②社会福祉協議会との連携を行いボラン
ティア活動の支援に努めた。

③社会福祉協議会のボランティア機能を充
実していくよう今後も引き続き支援を実施
する。

ボランティア活動を推
進している門真市社会
福祉協議会がより地域
のボランティアの活性
化を図れるよう支援し
ていく。

現役世代もボランティア活動に参
加できるよう、多様で緩やかな形
態及び頻度の参加方法があること
を積極的に広報し、参加を促して
いただきたい。

福祉政策課

53

男女がともに地域活
動に参加できるよう
に、ボランティア講
座やボランティア
フェスティバルの開
催などを支援し、活
動の周知・啓発を図
ります

既にボランティア活
動に関わっている市
民だけに限らず、こ
れまでボランティア
活動に携わったこと
がない市民を本事業
を通じてボランティ
ア活動に関わってい
ただくためのきっか
け作り及びその後の
継続的したボラン
ティア活動に繋げる
ために、引き続きボ
ランティアをしたい
個人及び団体を募る
ための啓発活動を行
う。

①ボランティアポイントについては、実施
主体である団体が中心となり、事業の推進
に努めた。

②受入機関数及び登録人数の減少が続いて
いることに加え、本事業を通じてボラン
ティアをしたい個人や団体を募ることやボ
ランティア活動につなげることは困難であ
ることが利用者や実施主体より伺えた。
(ボランティア受け入れ期間は平成27年10
月1日より制度が開始されています。登録者
は主に団体で登録いただく際、団体代表者
の性別までは確認していないため、具体的
にはわからないが、大まかに男女半々であ
るとの事です。）

③今後、本事業がさらに普及し発展してい
くことは困難であることから令和元年度末
をもって、事業終了とする。

令和元年度末をもって
事業終了のため、事業
目標なし

今後も門真市社会福祉協議会との
連携による、地域ボランティア活
動の活性化に期待したい。

地域政策課

54

地
域
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
促
進

11地域のさ
まざまな
活動に対
する男女
共同参画
を促進す
る

26 基本目標②



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成3１年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

男女がともに地域活
動に参加できるよう
に、ボランティア講
座やボランティア
フェスティバルの開
催などを支援し、活
動の周知・啓発を図
ります

チラシや広報かどま
への掲載等を通し
て、より一層、事業
の周知を図るととも
に、ボランティア関
連団体等との連携や
定期的なボランティ
ア情報の発信に努
め、登録者の活躍の
場の拡充に繋げる。

①協働によるまちづくり人材バンクについ
ては、登録者の活躍の場の拡充に向け事業
の推進に努めた。

②登録者の活躍の場の拡充のため、ボラン
ティア関連団体等と情報共有を図るよう努
めた。
（人材バンク男女比は個人登録　男性：6人
女性：7人。団体登録13団体中8人）

③周知に努めるとともに、ボランティア関
連団体等とも連携・情報共有をさらに深
め、登録・利用の促進に努める。

事業の周知を図るとと
もに、ボランティア関
連団体等との連携や定
期的なボランティア情
報の発信に努め、登録
者の活躍の場の拡充に
繋げる。

広報誌や市ホームページで協働に
よるまちづくり人材バンク登録者
の活躍を紹介する等、登録者のモ
チベーションアップかつ登録者増
加に繋げていただきたい。

地域政策課

55

防 犯 ・ 防 災
活 動 に 対 す
る 男 女 共 同
参画の促進

安全で安心なまちづ
くりや防災活動・災
害非常時などにおけ
る男女共同参画の促
進を図ります

31年度は出前講座
の開催回数をさらに
増加し、女性が特殊
詐欺の手口に騙され
ないよう、周知、啓
発を行う。

①平成31年度は出前講座を21回開催し
た。参加者のアンケート結果、男女比は男
12.5％、女性72.5％。（無回答15.0％）
昨年（1月～12月）特殊詐欺既遂件数31件
のうち約9割が女性。
 
②特殊詐欺の被害にあわないように、出前
講座や広報等を通じて情報発信を行った。
出前講座の参加人数が多い女性に周知・啓
発ができた。
 
③出前講座等で周知・啓発を行うが、女性
が被害にあうことが多い。今後も特殊詐欺
の被害未然防止のために、消費者教育を
行っていく。

引き続き出前講座等
で、日々変化していく
特殊詐欺の手口を紹介
し、被害未然防止のた
めに消費者教育を行っ
ていく。

出前講座等の開催場所にも工夫を
凝らして、今後も特殊詐欺の被害
未然防止への取組を継続していた
だきたい。

産業振興課

56

27 基本目標②



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成3１年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

防 犯 ・ 防 災
活 動 に 対 す
る 男 女 共 同
参画の促進

安全で安心なまちづ
くりや防災活動・災
害非常時などにおけ
る男女共同参画の促
進を図ります

引き続き、防災講話
や防災訓練等を通
じ、関係機関と連携
しながら、災害時の
男女共同参画に対す
る意識の向上を図っ
ていく。

①災害時における男女のニーズの違いや、
避難所運営等には女性の参画が不可欠であ
ることなどの啓発を、防災講話などを通じ
て市民に対して実施した。また、避難所従
事者職員に対し、外部講師から避難所運営
において期待される男女の役割の違いにつ
いても研修を実施した。

②各種災害が発生するなか、市として防災
意識の向上が感じられ、以前より防災講話
等に参加する女性の割合が増加したように
感じられる。

③幅広く災害時の男女共同参画に対する意
識の向上を図っていくため、参加者の規模
が大きな防災講話などが実施されることが
必要である。

引き続き、防災講話や
防災訓練等を通じ、関
係機関と連携しなが
ら、災害時の男女共同
参画に対する意識の向
上を図っていく。

内閣府男女共同参画局Webサイ
ト「災害対応」等も活用し、他地
域での取組事例やマニュアル等の
役立つ情報を市民に提供し、災害
時の男女共同参画に対する意識向
上を図っていただきたい。

危機管理課

57

28 基本目標②



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成3１年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

地 域 に お け
る 子 育 て 支
援 活 動 な ど
に 対 す る 男
女 共 同 参 画
の促進

子育て家庭が地域で
孤立しないように、
また、親子が安心し
ていきいきと生活が
できるように、子ど
もの育ちや子育てを
支援する活動に対
し、男女共同参画を
促進します

市ホームページ及び
子育て応援ポータル
サイトにおいて、引
き続き父親の育児参
加等の啓発を行うこ
とで、男女共同参画
を促進する。

①子育て応援サイトについて、11月にリ
ニューアルを行い、市ホームページと一体
化させるとともに、写真やアイコンなどを
大きくし、視覚的に探しやすくなるように
レイアウトを変更した。各所属にイベント
情報等の掲載権限を付与し、父親の育児参
加を目的としたイベントの実施情報等も掲
載した。

②市ホームページ及び子育て応援サイトに
おいては、子育て支援に関する情報発信を
することができた。

③市ホームページ及び子育て応援サイトな
どにおいて、引き続き子育て支援に関する
情報の発信等を行っていく必要がある。

市ホームページ及び子
育て応援サイトにおい
て、引き続き父親の育
児参加等の啓発を行う
ことで、男女共同参画
を促進する。

子育て応援サイトの運営方法につ
いて、各所属にイベント情報等の
掲載権限を付与したことは、迅速
な情報提供という観点から評価で
きる。ひとり親世帯も含め、今後
とも子育て支援情報提供の充実を
図っていただきたい。

子育て支援課

58

地 域 に お け
る 子 育 て 支
援 活 動 な ど
に 対 す る 男
女 共 同 参 画
の促進

子育て家庭が地域で
孤立しないように、
また、親子が安心し
ていきいきと生活が
できるように、子ど
もの育ちや子育てを
支援する活動に対
し、男女共同参画を
促進します

継続して、子どもの
育ちや子育てを支援
する講座の内容の充
実を図っていく。

①・「ベビーマッサージと親子遊び」（参
加:28人）
・文化会館サークルpresentsシリーズ「お
楽しみ七夕会」（参加:24人）・「クリスマ
ス会」（参加:48人）
・0歳児以上の子どもとその保護者を対象
に、「親子でたのしむクリスマスコンサー
ト」（参加:52人）
・２歳児から５歳児を対象に、「親子で英
語体験スタディカビィイングリッシュ」
（参加:17人／回）

②文化会館においては会館を拠点に活動す
るサークルが出演・協力し地域の親子向け
に講座やお楽しみ会を開催し、子育て世代
と高齢者による世代間の交流も図ることが
できた。

③地域におけるヨコのつながりだけでな
く、タテのつながりにも注視していきた
い。

継続して、子どもの育
ちや子育てを支援する
講座の内容の充実を
図っていくとともに、
子育て世代と高齢者に
よる世代間の交流も
図っていきたい。

今後とも子育て世代と高齢者によ
る世代間交流を図ることにより、
子育て家庭が地域で孤立すること
なく、かつ、高齢者が活動の場を
得るメリットにも繋げていただき
たい。

生涯学習課

59

29 基本目標②



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成3１年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

2 女性団体に
対する支援

地域活動の中で女性
の意思決定の場への
参画を促進するた
め、女性リーダーの
養成と女性団体に対
する支援を行いま
す。また、関連団体
同士のネットワーク
化を促進します

守口門真商工会議所
や地域団体と連携
し、女性リーダーの
養成や女性団体への
支援等の体制づくり
を継続して進めるほ
か、セミナーなどを
開催し、女性リー
ダーの養成に努め
る。

①守口門真商工会議所女性会の協力を得
て、同会会員である女性起業家（介護関
係）を講師に招き、女性サポートステー
ションで「女性のための起業入門」セミ
ナーを開催した。同セミナーには15名の参
加があった。

②商工会議所とともに起業家を目指す女性
支援を協力して行うことができた。

③今後も関係機関と情報交換を続けて女性
活躍推進に取り組む。

守口門真商工会議所や
地域団体と連携し、女
性リーダーの養成や女
性団体への支援等の体
制づくりを継続して進
めるほか、セミナーな
どを開催し、女性リー
ダーが市にどんな支援
を求めてるか意見聞く
機会を設け、リーダー
養成に努める。

引き続き、守口門真商工会議所や
地域団体と連携し、女性リーダー
の養成や女性団体への支援等の体
制づくりを継続して進めてくださ
い。また、女性リーダーが求めて
いるものや意見を吸い上げるよう
なセミナーなどを開催し、リー
ダー養成に努めていただきたい。

人権市民相談課

60

ボ ラ ン テ ィ
ア 活 動 ・ Ｎ
ＰO活動の促
進

ボランティア活動や
まちづくり活動を行
う団体への男女共同
参画を促進するとと
もに、情報や活動の
場の提供、ネット
ワークづくりなどの
支援を行います

ボランティアの促進
には男女の隔たりな
く誰もが参加しやす
い環境が必要であ
り、今後さらにボラ
ンティア活動の拡充
を図るためにあらゆ
る情報提供等に努め
る。

①男性が代表者のNPO法人が多い中、女性
が代表者であるひとり親支援や里親子支援
など男女を平等に支援するNPO法人などの
活躍が目立った。

②女性の代表者が、地域で多くのイベント
を企画・実施することで、NPO法人として
の女性の活躍の場の存在を周知できたと考
える。（門真市に本拠地を置く全NPO数
女性が代表を務めるNPO数　38団体中10
団体）

③男女ともに活躍できるボランティア活動
やNPO法人の存在について、より周知を図
るため、情報提供やネットワークづくりな
どの支援を行う。

ボランティアの促進に
は男女の隔たりなく誰
もが参加しやすい環境
が必要であり、今後さ
らにボランティア活動
の拡充を図るためにあ
らゆる情報提供等に努
める。

ボランティア活動に参加しやすい
土壌を作るため、ボランティア登
録制度をもっと一般に周知し、ボ
ランティアに興味のある人にどん
どん活用してもらい、ボランティ
ア活動を身近に感じてもらっては
どうでしょうか。

地域政策課　

61

12市民、団
体などの
地域活動
に対する
支援を行
う

30 基本目標②



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成3１年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

地 域 コ ー
デ ィ ネ ー
タ ー の 人 材
発掘・育成

地域活動の活性化を
図るため、地域団体
や企業などとの連携
をより一層深め、地
域の実情に応じた活
動を地域ぐるみで展
開できるよう、それ
ぞれの地域でコー
ディネーターを発掘
し、育成することで
地域力の強化を図り
ます

自治会等の地縁団
体、NPO、その他
の組織が、協働でき
るような場づくりを
行い、新たなつなが
りや、人材の発掘・
育成ができるよう努
める。

①門真市自治基本条例に基づき、地域が主
役の市役所との協働によるまちづくりを推
進した。
また、市民公益活動支援センターにおい
て、NPO法人の設立等や市民公益活動に向
けた相談及び支援を実施した。

②平成31年４月に第七中学校区地域会議が
設立したことにより、全６中学校区ある内
の半数である３中学校区が設立し、地域で
活躍する人数が増加したと考える。
（設立済中学校区代議員の男女比（男：
女）第五中学校区７：３、第三中学校区
６：４、第七中学校区７：３）

③新たな担い手の発掘と、さまざまな地域
の課題解決や活性化に向けて、市民公益活
動を促進していく。

市民や各種団体、大
学、企業などとの連携
をより一層密なものに
していくとともに、そ
れぞれの役割のもと、
地域活動や市民公益活
動を促進し、新たなつ
ながりや、人材の発
掘・育成ができるよう
努める。

門真市主催や地域の大規模な祭り
や、地域のイベント、行事などに
自治会、NPO団体、市民の各種
団体、大学生団体などの参加枠を
多く設ける、もしくはそういった
団体が参加できるイベントや
フォーラムなどを開催して人材の
発掘と育成をしてはどうか。

地域政策課

62

31 基本目標②



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成3１年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

3 国
際
社
会
へ
の
理
解

1 生 活 情 報 や
行 政 サ ー ビ
ス 情 報 な ど
の提供

在住外国人が安心し
て子育てや日常生活
を送ることができる
ように、さまざまな
生活情報や行政サー
ビス情報などの提供
を進めます

引き続き、必要に応
じて通訳等を実施
し、在住外国人のコ
ミュニケーションの
充実を図る。3歳6
か月児健診時に中国
語通訳を引き続き配
置し、子どもの言葉
等の発達の確認がで
きるようにする。

①3歳6カ月児健診及びBCG予防接種の際に
中国語通訳を配置。市民向け予防接種手引
きについては中国版を作成、使用してい
る。引き続き、必要時、在住外国人には行
政情報サービス等を個別相談や訪問活動等
を通して情報提供を実施。

②在住外国人への情報提供・支援ができ
た。3歳６カ月児健診の際、中国語通訳の
ニーズがある。また通訳を介して、子ども
の養育状況や発達面等の確認もできた。

③引き続き通訳の実施及び個別対応等によ
り在住外国人への適切な情報提供に努め
る。

引き続き、必要に応じ
て通訳等を実施し、在
住外国人のコミュニ
ケーションの充実を図
る。3歳6か月児健診
時に中国語通訳を引き
続き配置し、子どもの
言葉等の発達の確認が
できるようにする。

引き続き、親がコミュニケーショ
ンをとれ、安心して健全な子育て
ができるよう、翻訳や通訳等の実
施と充実を図っていただきたい。

健康増進課　

63

生 活 情 報 や
行 政 サ ー ビ
ス 情 報 な ど
の提供

在住外国人が安心し
て子育てや日常生活
を送ることができる
ように、さまざまな
生活情報や行政サー
ビス情報などの提供
を進めます

放課後児童クラブに
関する文書を翻訳す
ることで、引き続き
在住外国人が安心し
て放課後児童クラブ
を利用できる環境整
備を推進する。

①昨年と引き続き、翻訳している放課後児
童クラブ入会案内、入会のしおり、入会申
請書の記載例等に加え、入会申込の手引も
翻訳し、在住外国人の多い校区の放課後児
童クラブに配付することで、情報の提供に
努めた。

②入会申込の手引や入会申請書の記載例等
についても翻訳することで、在住外国人が
安心して放課後児童クラブに入会できる環
境を整備することができた。

③文書の翻訳を継続することで、在住外国
人に対して放課後児童クラブに関する適切
な情報提供を実施していく必要がある。

放課後児童クラブに関
する文書を翻訳するこ
とで、引き続き在住外
国人が安心して放課後
児童クラブを利用でき
る環境整備を推進す
る。

引き続き、放課後児童クラブに関
する文書を翻訳することで、在住
外国人が安心して放課後児童クラ
ブを利用できる環境整備を図って
いただきたい。

子育て支援課　

64

生 活 情 報 や
行 政 サ ー ビ
ス 情 報 な ど
の提供

在住外国人が安心し
て子育てや日常生活
を送ることができる
ように、さまざまな
生活情報や行政サー
ビス情報などの提供
を進めます

各園の状況により、
必要に応じて通訳を
実施し、在住外国人
のコミュニケーショ
ンの充実を図る

①各公立幼稚園・保育所・こども園からの
依頼に基づき、保育幼稚園課に登録してい
る通訳者に説明会や懇談会等における通訳
業務を依頼した。派遣回数12回。

②各園からの依頼に基づき、適切な通訳の
対応を行い、在住外国人にサービスの提供
ができた。

③在住外国人が安心して生活を送れるよ
う、今後も継続して対応を図る。

各園の状況により、必
要に応じて通訳を実施
し、在住外国人のコ
ミュニケーションの充
実を図る

引き続き、各園の状況により、必
要に応じて、在住外国人とのコ
ミュニケーションの充実を通訳者
や翻訳を介して実施する取り組み
を進めていただきたい。

保育幼稚園課

65

13在住外国
人が暮ら
しやすい
環境づく
りを進め
る

32 基本目標②



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成3１年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

窓 口 に お け
る コ ミ ュ ニ
ケ ー シ ョ ン
支援の充実

在住外国人のさまざ
まな相談に適切に対
応できるように、外
国語ボランティアと
の連携を強化し、職
員の相談対応力の向
上に努めます

なし 事業廃止

66

在 住 外 国 人
の 地 域 活 動
へ の 参 加 促
進

在住外国人が地域の
一員として、防犯・
防災や福祉活動、ま
ちづくりなどの活動
に積極的に参加でき
るように、環境整備
に努めます

公民館と生涯学習セ
ンターで実施してい
る日本語教室を引き
続き開催する。
H31年度は新たな
クラスとして生活の
ための日本語教室を
開講し、在住外国人
が日本語や日本文化
に親しみ地域活動に
参加できるよう支援
する。

①市内在住・在勤の日本語の読み書きに不
自由している人を対象とした日本語教室
を、生涯学習センターで二教室（「かどま
にほんごきょうしつ」（年間35回）・「多
文化共生教室ーこんにちは！にほんごー」
（年間14回））、公民館で一教室（「日本
語読み書き学級」（年間36回））実施して
いる。（参加人数：のべ865人（令和元年
12月末日時点）

②・「かどまにほんごきょうしつ」：参加
者の人数に対し講師の人数が不足してい
る。
・「多文化共生教室ーこんにちは！にほん
ごー」：参加者数が少ない。
・「日本語読み書き学級」：日本語の習熟
度別にクラスを分けているが、個々の学び
たい事が多様化しているので対応が難し
い。

③講師やボランティアを増やし、日本語の
読み書きや会話がまったくできない方の受
け入れ、各学習者の要望に沿うことができ
るような体制の整備に努める。
学習方法については、テーマを決め、会話
中心で会話の中から文法を理解できるよう
すすめていきたい。

現在実施している三つ
の教室を引き続き実施
する。「多文化共生教
室ーこんにちは！にほ
んごー」については、
回数を増やし年間23
回の開催を予定してい
る。
また、学習者同士のコ
ミュニケーションを強
化し、日本語教室が
「日本語を勉強できる
場所であり、コミュニ
ケーションも楽しめる
場所」になるよう努め
ていきたい。

引き続き、講師やボランティアを
増やし、講座の再編成、最適化に
知恵を絞っていただき、在住外国
人が安心して地域に親しみ、地域
活動に積極的に参加できるよう取
り組みを進めていただきたい。

生涯学習課

67

33 基本目標②
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基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成3１年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

2 多様な文
化への理
解と交流
を進める

国際理解教
育の推進

学校教育課各学校及び中学校区に
おける多文化共生教育
の取組をより一層充実
させるために、門真市
在日外国人教育推進協
議会と連携し各学校に
おける取組の実践交流
の場を広げる。

①門真市在日外国人教育推進協議会と連携
し、各学校での在日外国人教育や国際理解教
育についての取組の実践発表と交流の場を設
けた
令和元年12月７日（土）
門真市立二島小学校にて、「門真市国際交流
事業　第14回ワイワイパーティー／第39回
チュギモイム」を行った。
各園・各校、次のような演目を発表した。
１）門真小　「抖空竹（こま回し）」
２）砂子小　「喜羊羊与灰太狼之慢羊羊的生
日礼物（中国語劇）」
３）北巣本小　「プチェチュム（扇の舞）」
４）門真なみはや高校　　「中国獅子舞・中
国の踊り」
５）第三中・速見小・門真小・みらい小
「フィリピンダンス」
６）脇田小　「茉莉花（唱歌）・太極扇（跳
舞）」
７）二島小　「Paprika（多言語合唱）」
８）第三中・速見小・北巣本小・第五中
「サムルノリ」
９）四宮小　「すごいぜ！スペイン！」
10）第三中　「多文化クイズ・ダンス」
11）第四中　「帯你看中国～知っています
か？こんな中国」
12）古川橋小　「好俄的毛毛虫（はらぺこあ
おむし）」
13）四宮小・東小・沖小・五月田小・上野口
小　「世界上唯一的花」
14）砂子小　「舞獅子（ししまい）」

②児童・生徒、保護者が、様々な国の文化に
ついて理解を深め、また、お互いを尊重する
実践交流を行うことができた。

③各学校や小中連携での取組を今後も継続的
に行うとともに、教職員、児童・生徒、保護
者の交流がさらに広がるような取組を行う。
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14①門真市在日外国人教育推進委員
会と連携して在日外国人教育・国
際理解教育を進めていただきた
い。②講師獲得のため同好会など
案内して興味を持つ様にする。③
催しものとしては十分であると考
えるが学習者が少ないとすれば興
味を喚起する遊びを取り入れた内
容と広報やポスターの配布強化な
ど宣伝方法を他に求めて頂きた
い。自治会に経験豊かな人材を求
めてはどうか。

各学校及び中学校区
における多文化共生
教育の取組をより一
層充実させるため
に、門真市在日外国
人教育推進協議会と
連携し各学校におけ
る取組の実践交流の
場を広げる。

多文化共生の観点か
ら、門真市在日外国
人教育推進委員会と
連携し、幼稚園や学
校などにおいて、在
日外国人教育、国際
理解教育を進めます

34 基本目標②



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成3１年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

国際理解教
育の推進

多文化共生の観点か
ら、門真市在日外国
人教育推進委員会と
連携し、幼稚園や学
校などにおいて、在
日外国人教育、国際
理解教育を進めます

門真市在日外国人教
育推進委員会と連携
し、各園における取
組の実践交流の場を
さらに広げること
で、多文化共生教育
の取組を充実させて
いく。

①門真市在日外国人教育推進委員会と連携
し、各園での在日外国人教育、国際理解教
育についての取組の実践発表と交流の場を
設けた。

②通称名ではなく、本名に変更して小学校
へつなげた子どももいた。

③各園での取組を継続的に行い、教職員、
幼児、保護者の交流がさらに広がるよう取
り組んでいく。

門真市在日外国人教育
推進委員会と連携し、
各園における取組の実
践交流の場をさらに広
げることで、多文化共
生教育の取組を充実さ
せていく。

①31年度に計画したことが実践
されている。②自分のアイデン
ティテーを自覚する良い機会だと
思う。名前を実名に変える行為は
評価されてもよいと思う。③幼少
期より語学力向上の取り組みをす
ることは有意義であり全ての教職
員・児童たちに広がるように期待
する。

保育幼稚園課

69

異 文 化 に 対
す る 理 解 を
促 進 す る 教
育の充実

自国の文化や異文化
に対する理解を深め
るため、市内在住の
中学生に対し、国際
交流などの機会を提
供します

門真市と世界を舞台
に活躍する人材を育
成するため、英語プ
レゼンテーションコ
ンテストを開催する
とともに、中学生海
外派遣研修を実施す
る。

①プレゼンテーションコンテストについて
は、一次審査、二次審査を通過した17名の
中学１・２年生によるプレゼンテーション
の結果、最優秀賞１名、優秀賞８名、及び
奨励賞８名を選出した。翌年度、最優秀賞
及び優秀賞受賞者に海外派遣研修を実施
し、他の８名については、国内の体験型英
語教育施設への派遣を実施。

②プレゼンテーションコンテストについ
て、元年度の公立中学校１、２年生の応募
者数は546名、応募率は31.1％となった。
対象者の約３人に１人が応募しており、事
業が浸透している表れである。

③引き続き、プレゼンテーションコンテス
トの応募者が増加するよう努めたい。

門真市と世界を舞台に
活躍する人材を育成す
るため、英語プレゼン
テーションコンテスト
を開催するとともに、
中学生海外派遣研修を
実施する。

①プレゼンテーションテスト等を
用いることは生徒の語学力向上・
やりがいに繋がり海外研修などは
やりがい向上に貢献していると思
う。②プレゼンテーションテスト
の向上具合を見ることが出来るよ
うになれば良いと思う。③プレゼ
ンテーションテストの参加者が増
えたりして働きをより広がりのあ
る機会として用いて頂きたい。

学校教育課

70

35 基本目標②



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成3１年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

国際交流活
動の促進

多様な文化を持つ市
民が参画できる、国
際交流活動のための
取り組みを促進しま
す

大阪府などが開催す
る会議などに引き続
き参加し、公益財団
法人大阪府国際交流
財団や他市の取り組
みについて情報収集
を行うとともに、時
代の潮流に合った交
流事業の検討に努め
る。

①大阪府の説明会に出席し、外国人材の受
入れ・環境整備などについて情報収集を
行った。
また、市内で国際交流事業を開催する実行
委員会に要綱に基づき補助金46,000円を交
付した。本事業では児童、教職員、地域住
民など約350人が集まり、さまざまな国や
地域の文化、民俗芸能の発表が行われた。

②国際交流事業が実施されたことにより、
多文化を受容し、共生しようとする心が多
くの児童で育てるとともに、地域の国際化
が継続的に進められた。

③国際交流事業実行委員会への補助金交付
のほかに、市による具体的な交流事業が特
にない。

大阪府などが開催する
会議などに引き続き参
加し、公益財団法人大
阪府国際交流財団や他
市の取り組みについて
情報収集を行うととも
に、時代の潮流に合っ
た交流事業の検討に努
める。

①大阪府における外国人の受け入
れ・環境整備等の情報等を広報j
などで周知を図る。②地域の国際
交流に貢献しているようだ。幼児
の時から意識を持つようにするこ
とは大切だと思う。③国際交流事
業の一環として学校を中心に関心
を広げて頂きたい、又そのことに
よって市の交流事業に繋げたい。

魅力発信課
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36 基本目標②



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３１年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

1 1 就労の場
での男女
の理解と
認識を深
める

市民に対す
る労働関係
法令や制度
に関する啓
発

大阪府等関係機関と
連携し、「男女雇用
機会均等法」や「女
性活躍推進法」の周
知啓発を進めるほ
か、セミナーを開催
し、情報提供に努め
る

大阪府等関係機関
と連携し、「男女
雇用機会均等法」
や「女性活躍推進
法」の周知啓発を
進めるほか、セミ
ナーを開催し、情
報提供に努める

①大阪労働局が発行する「公正な採用選考
のために」のリーフレットを人権女性政策
課に「男女いきいき」を女性サポートス
テーションに設置し情報提供を行ったほ
か、女性活躍推進法に関連する記事を市
ホームページに掲載している。
　
②女性が安定・安心して就労できるよう、
リーフレットや市HPにより「男女雇用機会
均等法」や「女性活躍推進法」の啓発を行
うことができた。
　
③セミナー開催や市ＨＰに分かりやすい記
事を掲載するなど、効果的な啓発方法につ
いて検討する。

「男女雇用機会均等
法」や「女性活躍推進
法」を周知啓発するた
め、市ＨＰに特集記事
を掲載するほかセミ
ナーを開催するなど情
報提供に努める。

人権市民相談課

72

市民に対す
る労働関係
法令や制度
に関する啓
発

市民に対し、男女雇
用機会均等法や職場
における待遇など、
男女共同参画を推進
するための労働関係
法令の趣旨や内容に
ついて、国や大阪府
等関係機関との連携
により啓発を進めま
す

関係法令の趣旨・
内容が記載された
チラシ・パンフを
市施設等に配置
し、関係機関が実
施する各講演・セ
ミナーを紹介し、
周知等を図る

①関係機関からの法令関係チラシ・パンフ
レットを配架し、周知に努めた。また、広
報やホームページにて、弁護士や社会保険
労務士への相談が可能な府の労働相談窓口
や働き方改革関連法等の周知を行ってた。

②チラシ・パンフレットを配架し、また、
広報やホームページの活用により、労働関
係法令や制度の周知ができた。

③関係機関と連携を強化し労働関係法令等
の啓発に努める。

関係法令の趣旨・内容
が記載されたチラシ・
パンフを市施設等に配
架し、また、広報や
ホームページ等を活用
し、制度の概要や関係
機関が実施する各講
演・セミナーを紹介
し、周知等を図る

産業振興課

73

事業者に対
する労働関
係法令や制
度に関する

啓発

事業者に対し、男女
格差を解消するため
の雇用管理上の義務
や職場慣行の見直し
などについて、国や
大阪府等関係機関と
の連携により啓発を

進めます

ハローワークと連
携し、研修を行う
とともに、企業に
的確な情報提供が
行えるよう努め
る。

①ハローワークと連携し、５月の新規学卒
者説明会で人権啓発研修（116社　116人
参加）や１月の企業トップを対象にした人
権問題研修会（39社　39人）を行った。

②ハローワークと連携し人権に関する研修
に昨年度より多くの企業が参加した。

③企業に対し、公正採用等の継続的またタ
イムリーな情報提供が行えるよう様々な機
会をとらえ、情報発信していく。

ハローワークと連携
し、研修を行うととも
に、企業に的確な情報
提供が行えるよう努め
る。

人権市民相談課

74

方針 施策

雇
用
な
ど
の
分
野
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

男女共同参画の推進に向けた就労
の場での男女の理解と認識を深め
るために、女性サポートステー
ションのさまざまな情報提供や市
HPでのセミナー等の開催情報を
提供し続けること、労働関係法令
や制度に関することを啓発するこ
とを継続的に行うことは、必要で
ありこれからも大切なことと考え
る。
　今後は、周知方法の一環として
オンラインセミナーも一案だと思
う。

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

15

37
基本目標③



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３１年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

事業者に対
する労働関
係法令や制
度に関する
啓発

事業者に対し、男女
格差を解消するため
の雇用管理上の義務
や職場慣行の見直し
などについて、国や
大阪府等関係機関と
の連携により啓発を
進めます

令和元年度から女
性雇用環境整備事
業により、中小企
業の経営者を対象
としたセミナーを
開催し、女性雇用
における法令・制
度に関する周知・
啓発を行う。
また、商工会議所
をはじめ経営者団
体と連携し、事業
者に雇用管理上の
義務や職場慣行の
見直しなどについ
て、啓発に努める

①女性雇用環境整備事業により、中小企業
の経営者等を対象とした「女性活躍推進セ
ミナー」（参加者数10人）を開催し、職場
における女性活躍推進への課題や具体策例
等を紹介し、啓発を行った。また、同事業
において女性活躍推進のための制度改革や
労務管理に係る費用に対し、一部補助を行
う補助金メニューを設置し、事業者の活用
を促した。

②女性雇用環境整備事業の実施により、女
性活躍推進に対する啓発はできたが、商工
会議所などと連携した事業者への周知及び
啓発は、十分にはできなかった。

③商工会議所（経営者団体）と連携しつ
つ、制度の周知・啓発に努める。

中小企業の経営者等を
対象とした「女性活躍
推進セミナー」を開催
し、職場における女性
活躍推進について啓発
に努める。また、同事
業において女性活躍推
進のための制度改革や
労務管理に係る費用を
一部補助することで、
職場慣行の見直し等を
促す。さらに、商工会
議所をはじめ経営者団
体と連携し、事業者に
男女間の格差を解消す
るため、ポジティブ・
アクションの促進に努
める。

産業振興課

75

男女共同参
画を実践す
る企業の実
践例などの
情報の提供

男女共同参画を進め
る大阪府内や市内の
企業の実践例などに
ついて、大阪府等関
係機関との連携によ
り情報提供を進めま
す

令和元年度から女
性サポートステー
ションにおいて出
産や育児等で離職
し再就職を希望す
る方を対象とした
「かどママ就活サ
ポート」を実施
し、男女共同参画
を進める市内企業
の職場体験を行
う。
また、職場体験に
協力いただいた企
業の実践例などを
広報や市HPで情報
提供していく。

①市HPで女性の活躍・両立支援サイト（厚
労省委託事業）を紹介し、市内企業の行動
計画や取組を見ることが出来るようにして
いる。また市内の企業へ講師を依頼し、
「起業セミナー」を開催した。

②サイトでは、市内のみならず全国各地の
ユニークな取り組みなどを見ることが出来
る。起業セミナーを通して参加者と企業が
ふれ合い学べた。

③令和元年度から実施している「かどママ
就活サポート」において、周知方法やセミ
ナー内容を昨年度の実績を参考にして見直
す。女性が活躍する市内企業にて職場見学
を行ったほか、当該企業を広報等で周知す
るなど、男女共同参画や女性活躍支援を進
めている市内企業の情報提供に努める。

令和２年度においても
女性サポートステー
ションにおいて出産や
育児等で離職し再就職
を希望する方を対象と
した「かどママ就活サ
ポート」を実施し、男
女共同参画を進める市
内企業の職場体験を行
う。
また、職場体験に協力
いただいた企業の実践
例などを広報や市HP
で情報提供していく。

人権市民相談課

76

38
基本目標③



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３１年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

企業におけ
るポジティ
ブ・アク
ションの促
進

企業に対し、男女格
差を解消するための
ポジティブ・アク
ションの実施につい
て、国や大阪府等関
係機関との連携によ
り働きかけます

男女間の格差の解
消を進めるため、
ポジティブ・アク
ションの実施や女
性活躍推進につい
ての啓発資料等の
情報提供に努め
る。

①市HPで女性の活躍・両立支援サイト（厚
労省委託事業）を紹介し、市内企業の行動
計画やポジティブ・アクションなどの取組
を見ることが出来るほか、内閣府男女共同
参画局発行の「共同参画」を女性サポート
ステーションに配架することにより、ポジ
ティブ・アクション実施についての啓発活
動を行った。

②HPにサイトを紹介していることでより多
くの人に情報提供できた。

③更に広く情報提供ができるよう、工夫す
る。企業が関心示すような研修を行う。

男女間の格差の解消を
進めるため、ポジティ
ブ・アクションの実施
や女性活躍推進につい
ての啓発資料等の情報
提供に努める。

人権市民相談課

77

企業におけ
るポジティ
ブ・アク
ションの促
進

企業に対し、男女格
差を解消するための
ポジティブ・アク
ションの実施につい
て、国や大阪府等関
係機関との連携によ
り働きかけます

令和元年度から女
性雇用環境整備事
業により、女性が
働きやすい環境を
整備する企業に補
助を行うことで、
企業のポジティブ
アクション促進に
努める。
また商工会議所を
はじめ経営者団体
と連携し、事業者
に男女間の格差を
解消するため、ポ
ジティブ・アク
ションの促進に努
める。

①女性雇用環境整備事業により、中小企業の経
営者等を対象とした「女性活躍推進セミナー」
（参加者数10人）を開催し、女性雇用における
法令・制度に関する周知・啓発を行い、男女格
差を解消を働きかけた。また、同事業において
女性活躍推進のための制度改革や労務管理に係
る費用に対し、一部補助を行う補助金メニュー
を設置し、企業のポジティブアクションの促進
に努めた。また、関係機関からのチラシ・パン
フレットを配架し、周知に努めた。

②女性雇用環境整備事業の実施により、女性が
働きやすい環境を整備する企業に補助を行うこ
とで、企業のポジティブアクション促進に寄与
できた。ただし、商工会議所などと連携した事
業者への周知及び啓発は、十分にはできなかっ
た。

③商工会議所（経営者団体）と連携しつつ、制
度の周知・啓発に努める。

女性雇用環境整備事業
により、女性が働きや
すい環境を整備する企
業に補助を実施するこ
とで、企業のポジティ
ブアクション促進に努
める。また、商工会議
所をはじめ経営者団体
と連携し、事業者に男
女間の格差を解消する
ため、ポジティブ・ア
クションの促進に努め
る。

産業振興課

78

女性の商工
業や農業な
どにおける
技術・経営
管理能力の
向上

商工業や農業などに
従事する女性の技術
や経営能力向上のた
め、大阪府等関係機
関との連携により情
報提供を進めます

女性従事者のニー
ズにあった、効果
的な講座等の情報
提供に努める。

①国や大阪府等からの技術向上・資格取得
のためのチラシ・パンフレットの市施設へ
の配架、講座等の情報について、対象者に
情報提供する等の周知に努めた。
　
②チラシ・パンフレットを配架し、講座等
の情報を対象者に情報提供する等により、
女性従業者への周知ができた。

③大阪府等の関係機関と連携し、情報提供
に努める。

女性従事者のニーズに
あった、効果的な講座
等の情報提供に努め
る。

産業振興課

79

39
基本目標③



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３１年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

2 多様な働
き方への
支援を進
める

女性の再雇
用の支援

就労相談の実施や再
就職セミナーなどの
情報提供について、
大阪府やハローワー
ク等関係機関との連
携により、女性の再
雇用の支援に努めま
す

相談体制の充実を
図るとともに、就
労や起業に関する
情報提供を行う。
また令和元年度か
ら女性サポートス
テーションにおい
て出産や育児等で
離職し再就職を希
望する方を対象と
した「かどママ就
活サポート」を実
施するなど女性の
再雇用支援を行
う。

①女性サポートステーションにおいて就労
相談を週５日実施したほか、就職に役立つ
内容のセミナーを３回（６月・７月・2
月）、起業に関する講座を1回（５月）に開
催し、女性の多様な働き方の支援を行っ
た。また、出産や育児等で離職し再就職を
希望する方を対象とした「かどママ就活サ
ポート」を実施した。

②再雇用のみならず、起業に関する支援も
行うなど、多様なニーズに応えられるよう
新たな取り組みを行った。「かどママ就活
サポート」では「印象アップ！履歴書の書
き方・面接のコツ」、「育休後セミ
ナー」、「楽しく学べる！接客対応　ロー
ルプレイング」、「楽しく学べる！電話応
対　ロールプレイング」、保育所や整骨
院、運輸会社にて職場見学を行い延べ15名
の参加があった。

③女性サポートステーションでの就労支
援・起業支援に加え、ハローワークなど関
連機関と連携し、女性の再雇用支援に取り
組む。

相談体制の充実を図る
とともに、就労や起業
に関する情報提供を行
う。
引き続き、女性サポー
トステーションにおい
て出産や育児等で離職
し再就職を希望する方
を対象とした「かどマ
マ就活サポート」を実
施するなど女性の再雇
用支援を行う。

継続的に就労相談、セミナーを実
施に加え、再就職を希望する女性
を対象にした「かどママ就活サ
ポート」は、働きたい女性の大き
な支援につながることから高く評
価できる。
今後も子育て等が一段落した女性
の再雇用支援に期待する。

人権市民相談課
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女性の再雇
用の支援

就労相談の実施や再
就職セミナーなどの
情報提供について、
大阪府やハローワー
ク等関係機関との連
携により、女性の再
雇用の支援に努めま
す

令和元年度から女
性雇用環境整備事
業により、女性が
働きやすい環境を
整備する企業に補
助を行うことで、
環境整備を促進さ
れ、女性の就業に
繋げる。
また就労相談や女
性の雇用を対象と
したチラシ・パン
フを市内公共施設
等に配置し、就労
相談・セミナー等
の周知に努める。

①女性雇用環境整備事業により、女性が働きや
すい環境をハード面、ソフト面を整備する企業
に補助を行い、女性が働きやすい環境整備の促
進に努めた。また、就職セミナー等のチラシ・
パンフレットを配架し、周知に努めた。さら
に、門真市・守口市・守口門真商工会議所・ハ
ローワーク門真と合同で実施した合同企業説明
会・面接会では、就職活動やビジネスシーンに
役立つ「ビジネスメークセミナー」を実施し
た。

②女性雇用環境整備事業により、女性専用トイ
レの設置や企業内での研修費用に対し補助を行
うことで、女性が働きやすい環境整備が促進さ
れた。また、合同企業説明会・面接会の「ビジ
ネスメークセミナー」では、再就職を検討され
ている方の参加が見られた。

③大阪府と一層の連携を図り、再雇用の支援に
努める。

女性雇用環境整備事業
により、女性が働きや
すい環境を整備する企
業に補助を行うことで
環境整備を促進し、女
性の就業に繋げる。ま
た、就労相談や女性の
雇用を対象としたチラ
シ・パンフを市内公共
施設等に配置し、就労
相談・セミナー等の周
知に努める。

女性が働きやすい環境を整えるこ
とは、新たな雇用・定着につなが
り、女性が活躍できる環境へと変
化していくことに期待ができる。
今後も継続的な支援を望むととも
に、環境整備が進んでいる企業や
先進事例の紹介をするなどの啓発
にも努められたい。

産業振興課

81

16

40
基本目標③



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３１年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

育児休業取
得者の職場
復帰などの
促進に関す
る啓発

事業者に対し、「育
児休業取得者に対す
る代替要員の確保及
び原職等復帰を促進
するための助成金制
度」の利用について
周知し、労働者の就
労支援の促進を働き
かけます

育児休業制度の概
要啓発を行うほ
か、育休後セミ
ナーを開催するな
ど育児休業取得者
や育休取得希望者
の支援に努める。

①大阪府が発行する「ワーク・ライフ・バ
ランス」のリーフレット等で情報提供した
ほか、市HPで女性の活躍・両立支援サイ
ト・仕事と育児カムバック支援サイト（厚
労省委託事業）を紹介した。また育児休業
制度の概要を啓発するため「共働きファミ
リー応援セミナー」を２月22日に開催予定
だったが新型コロナウイルス感染拡大防止
のため中止した。
　
②リーフレット等は労働者のための指針や
制度について解説されており、利用しやす
いが、事業者の実践状況把握は出来ていな
い。

③大阪府や労働局が発行する資料配布やセ
ミナー開催などにより、市民の皆様に対し
て育休制度の啓発を進めるとともに、関係
課と協力し市内事業者に対しても育休制度
の啓発や助成金制度の周知に努める。

育児休業制度の概要啓
発を行うほか、育休後
セミナーを開催するな
ど育児休業取得者や育
休取得希望者の支援に
努める。

仕事と生活の調和を推進するに
は、事業者の育児休業に対する理
解促進が欠かせない。今後も積極
的に事業者への働きかけを行うこ
ととさまざまな場面で育児制度の
啓発、助成金制度の周知をおこ
なってもらうことを期待する。

人権市民相談課

82

育児休業取
得者の職場
復帰などの
促進に関す
る啓発

事業者に対し、「育
児休業取得者に対す
る代替要員の確保及
び原職等復帰を促進
するための助成金制
度」の利用について
周知し、労働者の就
労支援の促進を働き
かけます

商工会議所をはじ
め経営者団体と連
携し、事業者に育
児休業制度や関係
法令について、周
知及び啓発を図
る。

①関係機関からのチラシ・パンフレットを
配架し、周知に努めた。
　
②商工会議所などと連携した事業者への周
知及び啓発を、十分にできなかった。

③商工会議所（経営者団体）と連携しつ
つ、制度の周知・啓発に努める。

商工会議所をはじめ経
営者団体と連携し、事
業者に育児休業制度や
関係法令について、周
知及び啓発を図る。

育児休業取得者の職場復帰促進に
は経営者の理解が欠かせない。商
工会議所会員との連携を図り、一
歩踏み込んだ啓発活動を期待す
る。

産業振興課

83

41
基本目標③



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３１年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

2 1 仕事と生
活の調和
（ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンス）に
ついての
考え方を
広く普及
する

ワーク・ラ
イフ・バラ
ンスの啓発

仕事と生活の調和の
実現は、一人ひとり
が望む生き方ができ
る社会の実現にとっ
て必要不可欠なた
め、市民が理解を深
められるように、啓
発を進めます

ワーク・ライフ・
バランス啓発講座
を開催するほか、
リーフレットや書
籍の貸し出しによ
る情報提供を行う
ことにより啓発を
進める。ワーク・
ライフ・バランス
講座に管理職の参
加も促す。

①11月18日にワーク・ライフ・バランス
に関する講座ワーク・ライフ・バランスの
「まったなし！今すぐ取り組む仕事と介護
の両立支援」を開催し、市民・市職員44名
（男26名、女18名）の参加があった。ま
た、女性サポートステーションでワークラ
イフバランスに関する図書や視覚教材の貸
し出しを行っている。

②講座を通じ、働き方を振り返る機会の提
供となり、一層の意識の醸成が図れた。

③「ワーク・ライフ・バランス」の理解が
深められるように啓発講座や図書の貸し出
しを継続するほか、リーフレット等を利用
し、さまざまな世代に考え方を普及させる
ための取り組みを進める。

ワーク・ライフ・バラ
ンス啓発講座を開催す
るほか、リーフレット
や書籍の貸し出しによ
る情報提供を行うこと
により啓発を進める。
ワーク・ライフ・バラ
ンス講座に管理職の参
加も促す。

人権市民相談課

84

労働時間短
縮に向けた
啓発

事業者に対し、長時
間労働などの働き方
の見直しをはじめ、
仕事も家庭も充実で
きる職場環境づくり
について、関係機関
などと連携し、啓発
を進めます

長時間労働などの
職場環境と働き方
の見直しなど労働
時間に関する基本
的な考え方のリー
フレットや厚生労
働省のHP記事を活
用し、事業者に働
きかけるととも
に、実施状況の把
握に努める。

①11月18日に実施したワークライフバラ
ンス啓発講座の案内を門真市企業人権推進
連絡会にも送付し、受講を促したほか、市
HPで女性の活躍・両立支援サイト（厚労省
委託事業）を紹介し、全国の企業が実施し
ている取り組みについても同サイトから情
報提供した。

②ワークライフバランス啓発講座の案内な
どを門真市企業人権推進連絡会へ送付し、
事業者に働きかけを行ったが、実施状況の
把握には至らなかった。

③啓発について、事業者へ働きかける機会
や実施状況の把握について、引き続き検討
する。

長時間労働などの職場
環境と働き方の見直し
など労働時間に関する
基本的な考え方のリー
フレットや厚生労働省
のHP記事を活用し、
事業者に働きかけると
ともに、実施状況の把
握に努める。

人権市民相談課

85

ワーク・ライフ・バランスに関す
る啓発や状況提供は引き続き実施
されるとともに、ワーク・ライ

フ・バランス推進に向けた事例や
参考事例、市所有のＤＶＤの活用
を通し具体的なイメージ化を図る
ことが必要ではないか。長時間労
働に関する職場改善や働き方の見
直しについては社労士や支援アド
バイザーによる専門的見地からこ
れまで以上の啓発を図ることも重

要。

仕
事
と
家
庭
生
活
、
地
域
活
動
の
両
立
支
援

17

42
基本目標③



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３１年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

労働時間短
縮に向けた
啓発

事業者に対し、長時
間労働などの働き方
の見直しをはじめ、
仕事も家庭も充実で
きる職場環境づくり
について、関係機関
などと連携し、啓発
を進めます

商工会議所をはじ
め経営者団体と連
携し、事業者に
ワーク・ライフ・
バランス等につい
て啓発を図る。

①市施設内に働き方改革関連法への対応やワー
ク・ライフ・バランスや時間単位の年次有給休
暇制度導入を促進するチラシ・パンフレットを
配架し、周知に努めた。
また、働き方改革対応相談窓口である「大阪働
き方改革推進支援・賃金相談センター」につい
て、広報、ホームページ、セミナーでのチラシ
配布や、市施設への配架等により、周知を図っ
た。
さらに、大阪総合労働事務所と共催し、中小企
業の経営者等を対象とした「働き方改革セミ
ナー&個別相談会」（参加者数95人）を実施し
た。
　
②広報、ホームページ、セミナー開催、チラシ
の配架等により周知ができた。

③商工会議所（経営者団体）と連携し、啓発に
努める。

商工会議所をはじめ経
営者団体と連携し、事
業者にワーク・ライ
フ・バランス等につい
て啓発を図る。

産業振興課

86

43
基本目標③



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３１年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

2 仕事と子
育て・介
護との両
立ができ
るよう、
環境整備
を進める

育児・介護
休業制度の
普及啓発

労働者が育児休業や
介護休業などを取得
することの理解や協
力を得るため、子育
て期間中の短時間勤
務や子どもの看護休
暇、父母ともに育児
休業制度を取得する
場合の休業可能期間
の延長（パパ・ママ
育休プラス）などの
制度について、関係
機関との連携により
啓発を進めます

労働局、大阪府、
財団法人の作成す
る啓発パンフレッ
トやHPの情報を利
用し、労働者に対
して、最新情報を
積極的に提供して
いく。また、セミ
ナーを開催するな
ど啓発方法の充実
に努める。

①「かどママ就活サポート事業」で10月４
日に実施した「育休後セミナー」には２名
の参加があった。また、２月２２日には育
児休業制度の概要を啓発するため「共働き
ファミリー応援セミナー」を開催する予定
だったが、新型コロナウイルス感染拡大防
止のため中止した。
　
②「かどママ就活サポート事業」で「育休
後セミナー」を開催し、必要とする人に的
確な情報を伝えることができた。

③リーフレットの配架により啓発を進める
とともに、セミナー開始など啓発方法を検
討し、より多くの方に情報が提供できるよ
う努める。

労働局、大阪府、財団
法人の作成する啓発パ
ンフレットやHPの情
報を利用し、労働者に
対して、最新情報を積
極的に提供していく。
また、啓発方法の充実
に努める。

講座・セミナーを開催し、市民へ
の積極的参加を呼び掛けていただ
きたい。参加者との交流を通して
得られた情報をより有効に活用で
きるように取り組んでいただきた
い。

人権市民相談課

87

育児・介護
休業制度の
普及啓発

労働者が育児休業や
介護休業などを取得
することの理解や協
力を得るため、子育
て期間中の短時間勤
務や子どもの看護休
暇、父母ともに育児
休業制度を取得する
場合の休業可能期間
の延長（パパ・ママ
育休プラス）などの
制度について、関係
機関との連携により
啓発を進めます

育児・介護に関す
る両立支援制度に
ついて市民・庁内
関係課へチラシ等
を配布し情報提供
に努める。

①市施設内にチラシ・パンフレットを配架
し、周知に努めた。
　
②チラシ・パンフを配置した事により来庁
者等への周知及び啓発はできたものの、そ
れ以外の効果的な活動の検討はできなかっ
た。

③関係機関と連携し、制度の普及啓発に努
める。

育児・介護に関する両
立支援制度について市
民・庁内関係課へチラ
シ等を配布し情報提供
に努める。

子育て・介護に関わる両立支援制
度について、効果的に周知が進む
ような取り組みを期待する。

産業振興課

88

18

44
基本目標③



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３１年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

事業者に対
する男性の
育児休業、
介護休業取
得に向けた
働きかけ

事業者に対し、子育
ての社会的役割の重
要性や家庭における
男女の共同責任につ
いて認識を浸透させ
るとともに、育児休
業や介護休業制度な
どの男性の利用促進
を働きかけます

商工会議所をはじ
め経営者団体と連
携し、事業者に育
児休業・介護休業
等の制度につい
て、周知・啓発を
図る。

①大阪府が発行するリーフレット「ワー
ク・ライフ・バランス」を利用し、労働時
間等の基本的な考え方の情報提供を行っ
た。

②チラシ・パンフを配置した事により来庁
者等への周知及び啓発はできたものの、そ
れ以外の効果的な活動の検討はできなかっ
た。

③労働者への配慮等、事業主の取り組みが
進むよう、実施状況を把握し、引き続き啓
発活動に取り組む必要がある。

商工会議所をはじめ経
営者団体と連携し、事
業者に育児休業・介護
休業等の制度につい
て、周知・啓発を図
る。

男性の”取るだけ育休”が問題に
なっている。いかにして「育休の
質」を高めるか、制度利用の”体
験報告会”を実現し、実態の交流
をしていただきたい。

産業振興課

90

保育サービ
スなどの充
実

共働き世帯などの働
く親の仕事と子育て
との両立を支援し、
子どもの健やかな成
長を支援するため、
保育所における延長
保育や一時預かりな
どのサービス、病児
保育、放課後児童ク
ラブの充実に努めま
す

子ども・子育て支
援事業計画に基づ
き、市民ニーズに
即した子育て支援
施策の供給体制の
構築を図る。

①子ども・子育て支援事業計画の目標に基
づき、新制度に移行した施設等も含め、事
業の拡充に努めた。

②新制度に移行した施設等を中心に、一
定、供給量を拡大することができた。

③さらなる供給量の確保に向け、市全体で
子育て支援サービスの拡充に向けた取り組
みを進めていく必要がある。

子ども・子育て支援事
業計画に基づき、市民
ニーズに即した子育て
支援施策の供給体制の
構築を図る。

保育幼稚園課

91

育児や介護のための両
立支援制度概要等の推
進に関する情報提供を
進めるとともに、事業
者の実践状況の把握に
努める。

講座・セミナー等の実施を通して
把握した実態を、市広報等で紹介
し、各事務所への意識の喚起を
図っていただきたい。

人権市民相談課

89

事業者に対
する男性の
育児休業、
介護休業取
得に向けた
働きかけ

事業者に対し、子育
ての社会的役割の重
要性や家庭における
男女の共同責任につ
いて認識を浸透させ
るとともに、育児休
業や介護休業制度な
どの男性の利用促進
を働きかけます

育児や介護のため
の両立支援制度概
要等の推進に関す
る情報提供を進め
るとともに、事業
者の実践状況の把
握に努める。

①大阪府が発行する「ワーク・ライフ・バ
ランス」のリーフレット等で育児・介護の
両立支援制度や労働条件等を情報提供した
ほか、市HPで女性の活躍・両立支援サイト
（厚労省委託事業）を紹介し、全国の企業
が実施している取り組みについて周知し
た。
また、11月18日にワーク・ライフ・バラ
ンスに関する講座ワーク・ライフ・バラン
スの「まったなし！今すぐ取り組む仕事と
介護の両立支援」を開催し、市民・市職員
44名（男26名、女18名）の参加があっ
た。

②育児や介護のための両立支援制度につい
てリーフレットやHP、講座などで広く啓発
を行うことができた。

③関係課と協力し、ワークライフバランス
の重要性を事業者・労働者双方に対し効果
的に啓発する方法を検討するほか、男性の
育休や介護休暇取得状況など、事業者の実
践状況について把握に努める。

45
基本目標③



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３１年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

方針 施策

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

介護サービ
スなどの充
実

介護を必要とする高
齢者を抱え、仕事と
の両立を図ろうとす
る家庭に対し、介護
保険制度に関する情
報提供の充実を図
り、介護サービスの
効果的な提供支援を
通じて、介護が個
人・家族の責任から
社会の責任として定
着するように努めま
す

今後も高齢者数及
び高齢化率の上昇
が見込まれるた
め、適切な要介護
認定及び保険給付
のみならず、家族
介護者の支援や介
護の予防について
も重点的に進め
る。

①地域包括支援センター等と連携し、介護
保険制度の周知や家族介護者の相談支援に
取り組んだ。
②相談機関の周知とともに、地域包括支援
センター等と連携し、個別のニーズに応じ
た相談体制の充実に努めた。
③地域包括支援センター・ケアマネ
ジャー・介護者家族の会等に協力を依頼
し、より一層の周知が必要である。

今後も高齢者数及び高
齢化率の上昇が見込ま
れるため、適切な要介
護認定及び保険給付の
みならず、家族介護者
の支援や介護の予防に
ついても重点的に進め
る。

地震　台風　新型コロナウイルス
渦等不測の事態に備え、各団体と
ともに、地域の要介護高齢者の情
報を集約、共有し、支援に向けて
迅速な対応が図れるよう取り組ん
でいただきたい。

高齢福祉課

92

46
基本目標③



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３1年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

1 1 生涯を通
じ男女が
健康を保
持・増進
できるよ
う、心身
の健康に
関する啓
発・教育
を進める

性と生殖に
関する健康
と権利（リ
プロダク
ティヴ・ヘ
ルス／ライ
ツ）に関す
る啓発

女性の人権として、
性と生殖に関する健
康と権利（リプロダ
クティヴ・ヘルス／
ライツ）の正しい概
念を周知します

広報紙やホームペー
ジを利用するほか、
効果的な周知方法を
検討・研究し啓発に
努める。

①「リプロダクティブ・ヘルス/ライツ」に
関する記事を３月１日～８日の「女性の健
康週間」や３月8日の「国際女性デー」の周
知とともに市HPに掲載している。
また、女性サポートステーションではヘル
スケアなどの書籍や関連DVDを揃え、希望
があれば貸し出せるようにしている。

②HPの記事で広く周知をはかり、より詳し
く知りたい方には書籍、DVDを貸し出す体
制は整えている。ただしセミナーは実施す
ることができなかった。

③身近な問題であるということに気づいて
いただけるよう、関係課と協力し効果的な
周知方法について検討する。

リプロダクティヴ・ヘ
ルス／ライツとは何か
を知ってもらうため
に、広報紙やホーム
ページを利用した啓発
を行うとともに、関係
部署と協議を行い、関
係する身の回りの問題
と絡めながら、効果的
な周知方法を検討・研
究し啓発に努める。

全般的にこれまでの取り組みを評
価する。啓発のためにセミナーは
必要であり、実施困難さへの分析
があるので問題点がよくわかる。
今年度の事業目標には、前年度の
改善点をいかした具体的な目標提
示があり大いに評価できる。

人権市民相談課

93

性の尊重に
関する教育
の推進

性と生殖に関して健
康であることの重要
性や性感染症、ＨＩ
Ｖ／エイズなどに関
する正しい知識の普
及啓発を進めます

引き続きチラシやポ
スターなどをとおし
て啓発に努めるとと
もに、依頼があれば
学校などにおいても
健康教育を行う。

①中学校からは性教育の依頼がなかったも
のの、保健福祉センター内において、チラ
シの設置やポスター掲示などを実施した。

②正しい知識の普及啓発に努めた。

③引き続き、普及啓発を進める。

引き続きチラシやポス
ターなどをとおして啓
発に努めるとともに、
依頼があれば学校など
においても健康教育を
行う。

進捗状況は具体的でわかりやす
い。評価と改善点は内実がわかり
づらい。
重要なテーマであり、学校での性
の出前授業は大切な事業である。
依頼がない分析と具体的な改善策
の明示が望ましい。今年度の目標
は妥当であるが、出前授業積への
積極的姿勢が見えない提示法を残
念に思う。

健康増進課

94

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

19生
涯
を
通
じ
た
男
女
の
健
康
支
援

方針 施策

47 基本目標④



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３1年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

方針 施策

性の尊重に
関する教育
の推進

性と生殖に関して健
康であることの重要
性や性感染症、ＨＩ
Ｖ／エイズなどに関
する正しい知識の普
及啓発を進めます

性に関する価値観の
ちがいを認め合う意
識を児童・生徒に育
むために、外部講師
を招聘する等工夫を
し、継続的に取組を
進めていく。

①性の多様性について、必要に応じて外部
講師を招聘する等、各校で学習した。
【性の多様性について】
・二島小学校　　：教職員30名
・沖小学校　　　：教職員23名
・北巣本小学校　：教職員17名
・砂子小学校　　：教職員20名
・門真みらい小　：教職員30名
・第二中学校　　：生徒440名　教職員30
名

【性教育・命の学習について】
・大和田小学校：４年生37名　教職員25
名
・五月田小学校：４年生41名　教職員20
名

②各学校において、児童・生徒の発達段階
に応じた性に関する指導が実施できた。

③性に関する意識や価値観が多様化する
中、児童・生徒が性の多様性を尊重する意
識や態度を育む取組を、引き続き行う必要
がある。

性に関する価値観のち
がいを認め合う意識を
児童・生徒に育むため
に、外部講師を招聘す
る等工夫をし、継続的
に取組を進めていく。

設定した目標達成のため啓発に力
を注がれることを高く評価する。
テーマに取り組む視点は多様にあ
るので、現場を知る外部講師の招
聘は意義深い。今年度の目標の具
現に、教職員とともに多くの生徒
たちが受講できることを望む。

学校教育課
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男女の健康
に関する啓
発

男女の健康に関する
啓発について、生活
習慣病予防教室や骨
粗しょう症予防教室
などを開催し、広報
紙などを活用し、市
民が受講しやすい内
容に努めます

食育ボランティアの
活躍の場を増やし、
市民と一緒に健康づ
くりに取り組む。

①親子クッキングの調理実習に参加を募
り、また、歯科健康展での食育啓発を行っ
た。（親子クッキングは参加人数、大人女
性９人、子ども13人（男子３人、女子10
人）食育ボランティア女性１人）

②食育ボランティア及び参加者とともに実
習・食育啓発を行った。

③食育ボランティアの活躍の場を増やし、
市民と一緒に健康づくりに取り組む。

食育ボランティアの活
躍の場を増やし、市民
と一緒に健康づくりに
取り組む。

目標達成のための取り組みを評価
する。親子参加での成果が現れ、
ボランティアと市民の協働が生ま
れているが、女性のみの参加が残
念だ。男女の健康に関する取り組
みとして、今年度目標に男女参加
の促進を望む。

健康増進課
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48 基本目標④



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３1年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

方針 施策

飲酒、喫
煙、薬物乱
用防止対策
などの推進

医師会や保健所など
の関係機関、学校、
家庭、地域などとの
連携により、飲酒、
喫煙、薬物乱用防止
対策に努めます

保健所や医師会など
の関係機関との連携
を図りながら、健康
の保持等の周知啓発
に努める。

①妊娠届出時の助産師等による面接におい
て、喫煙している妊婦とそのパートナーに
向けて、禁煙指導を行った。
また、妊娠中期・後期に妊娠届出にて妊婦
もしくはパートナーが喫煙している方を対
象に、電話にて喫煙状況を聞き取り。喫煙
されている方に関しては、禁煙指導を実
施。

②禁煙に至らずとも、受動喫煙を避けるよ
う心掛けたり、たばこの害についての周知
を実施した。

③引き続き助産師等による全数面接や電話
にて禁煙指導を行うとともに、健康展や健
診等の場で健康保持・増進に関する情報提
供に努め、周知啓発を図る。

保健所や医師会などの
関係機関との連携を図
りながら、健康の保持
等の周知啓発に努め
る。

項目全般に、ていねいで継続した
取り組みをされ高く評価する。Ｄ
Ｖ関係へのかかわり方には配慮が
必要になる。専門家が継続的かか
わることで、心身のケアの提供と
ともに、ＤＶ被害の掌握もできる
ので、今後も期待が高い事業目標
である。

健康増進課
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2 生涯各期
に応じた
健康対策
を進める

妊娠や出産
などに関す
る健康支援

飛び込み出産の防止
や妊娠高血圧症候
群、貧血の早期発見
など、妊婦の健康の
保持・増進を図るた
め、妊婦健康診査の
周知と受診の促進を
図ります。また、相
談や乳幼児健診、訪
問活動など、母子の
健康の保持・増進を
図ります

母子健康手帳の交付
時に妊娠・出産に関
する専門性の高い助
産師等による全数面
接を行い、妊婦健診
の受診勧奨及び妊婦
の相談などにも対応
する。
子育て世代包括支援
センターを立ち上
げ、妊娠期から子育
て期まで切れ目なく
サポートできる体制
を整える。

①妊娠期から子育て期まで切れ目なくサ
ポートできる相談支援体制として「門真市
子育て世代包括支援センターひよこテラ
ス」を立ち上げた。また、母子健康手帳の
交付時に助産師等による全数面接を実施し
た。

②妊娠期から個別支援を行うことができ
た。加えて、妊娠届出時の全数面接におい
て、妊婦歯科健康診査の受診勧奨も丁寧に
行った。

③引き続き助産師等による全数面接から、
必要なケースには早期に地区担当保健師の
介入につなげる。

母子健康手帳の交付時
に妊娠・出産に関する
専門性の高い助産師等
による全数面接を行
い、妊婦健診の受診勧
奨及び妊婦の相談など
にも対応する。
また、門真市子育て世
代包括支援センターひ
よこテラスを充実さ
せ、妊娠期から子育て
期まで切れ目なくサ
ポートできる体制を整
える。

健康増進課
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20「門真市子育て世代包括支援セン
ターひよこテラス」の運営開始に
より、妊娠期から子育て期までの
心配事や悩み事を相談できる体制
が構築されたことは、高く評価し
たい。
これまでの取り組みと合わせてさ
らなる充実を期待する。

食育ボランティアの活動状況が気
になるところではあるが、食育啓
発の充実を図るためにも新旧ボラ
ンティアの交流の場を作るなどの
一層の深化を期待する。

49 基本目標④



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３1年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

方針 施策

乳幼児期か
らの食育の
推進

健康づくりの基礎と
なる乳幼児期に、適
切な食習慣の確立や
食を通じた豊かな人
間性の構築、家族の
関係づくりなどを深
めるため、食生活の
重要性について、総
合的な食育の推進を
図ります

門真市健康増進計
画・食育推進計画の
推進体制を充実さ
せ、計画の進捗管理
に取り組む。食育ボ
ランティアの活躍の
場を持ち、食育を推
進していく。

①歯科健康展での食育啓発を行った。

②食育ボランティア及び参加者とともに実
習・食育啓発を行った。

③門真市健康増進計画・食育推進計画の推
進体制を充実させ、計画の進捗管理に向け
て取り組む。

門真市健康増進計画・
食育推進計画の推進体
制を充実させ、計画の
進捗管理に取り組む。
食育ボランティアの活
躍の場を持ち、食育を
推進していく。

健康増進課
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50 基本目標④



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３1年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

方針 施策

成人・高齢
期における
健康づくり
の推進

死因や要介護認定の
原因疾患の男女の違
いなどを踏まえ、が
ん検診の受診や疾病
に関する正しい知識
の啓発を進めます。
また、心の健康相談
の充実に努めます。

引き続き、がん検診
やその他健診につい
ての周知・受診勧奨
に努める。また、心
の問題など、適切な
相談窓口を紹介し充
実した相談支援を進
める。
がん検診において、
ひきつづき府が設定
する重点受診勧奨対
象者に対する個別受
診勧奨や乳幼児健診
との同時実施などの
取り組みを行い、受
診率向上させ、がん
の早期発見・早期治
療をめざす

①がん検診は集団・個別の両方式、一般健
診は個別健診を行った。
乳がん・子宮がん検診については対象の４
０歳、２０歳となる市民に無料クーポン券
を送付するとともに、府の重点勧奨対象者
に個別通知（25～４４歳女性：子宮がん、
５０～69歳女性：乳がん、６０～６９歳男
女：胃・大腸がん）実施。５がん（胃・
大・肺・子宮・乳）すべてにおける大阪府
の重点受診勧奨対象者に個別通知し、受診
を促した。
受診率向上の取り組みとして、保育付きの
２歳６か月児歯科健診と子宮がん検診の同
日実施や、保育付きの子宮がん検診を実施
した。

②市民が身近な医療機関で健診を受ける機
会を設けることができた。また受診率向上
に向けた取り組みを行うことができた。

③引き続き、こころの相談、がん検診につ
いて保健所など関係機関・関係各課との連
携強化を図る。

引き続き、がん検診や
その他健診についての
周知・受診勧奨に努め
る。また、心の問題な
ど、適切な相談窓口を
紹介し充実した相談支
援を進める。
がん検診において、ひ
きつづき府が設定する
重点受診勧奨対象者に
対する個別受診勧奨や
保育付きのがん検診な
どの取り組みを行い、
受診率を向上させ、が
んの早期発見・早期治
療をめざす

従来の無料クーポンの送付や個別
通知に加えて、受診率向上の取り
組みとして、ほかの検診と同日実
施したことや保育付きの検診を実
施し、検診の受診勧奨について毎
年工夫をしており、高く評価でき
る。今後は、心の健康相談につい
ての相談支援を具体的に検討し、
展開されることを期待する。

健康増進課
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51 基本目標④



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３1年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

方針 施策

市民の方々の期待も
年々高くなっている中
で、来年度以降におい
ては、新たな種目を追
加するなど、これまで
の取組より、一層推進
するとともに市民の誰
もがそれぞれのライフ
ステージに応じたス
ポーツ・レクリエー
ション活動に参加する
機会の充実に努めてい
きたい。

門真市生涯スポーツ推進協議会で
は、それぞれのライフステージに
応じたスポーツが展開できるよ
う、年々競技種目が増えているこ
ととスポーツ・レクリエーション
活動のきっかけづくりとしての教
室を開催したことは、多様な人の
健康づくりを推進する取り組みと
して、高く評価できる。
今後も一層多様な人の健康づくり
を推進していただき、併せて企画
運営に女性参画を意識して進めて
いただきたい。

生涯学習課
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①門真市スポーツ少年団が主催する大会事
業に対し補助金を交付するとともに、門真
市体育協会との共催で、北河内地区総合体
育大会をはじめ、大阪府総合体育大会、三
島・北河内地区対抗柔道大会、北河内地区
駅伝競走大会を開催した。
また、門真市生涯スポーツ推進協議会にお
いては、競技部会ではこれまでの種目に加
えて、新たにサッカー競技の種別が１つ増
加し、参加人数も増加した。また、レクリ
エーション部会では子どもから高齢者、障
がい者まで世代を超えて気軽に楽しめる
ニュースポーツや体験教室等、多種多様な
プログラム、併せて市内幼稚園・保育園の
参画も得て、家族揃って一日を通し楽しめ
る内容で開催したことで、日頃はあまり体
を動かす機会がない方でも気軽に参加で
き、体を動かす楽しさや大切さを広く実感
できることとなった。
また、今年度からは年間を通してスポー
ツ・レクリエーション活動ができるきっか
けつくりとして、スポーツ教室をこれから
実施するのを含め年６回実施した。

②「門真市スポーツ・レクリエーション事
業」の企画運営に様々な団体が参画し、活
躍されたことに加え、開催内容の充実及び
電子媒体を活用した周知方法の充実を図
り、参加者も例年以上であった。

③更なる参加者の増加をめざし、子どもか
ら高齢者、障がい者など、誰もが気軽に参
加できる運営方法を検討する。

市民の方々の期待も
年々高くなっている
中で、来年度以降に
おいては、これまで
の取組に加えて、年
間６回程度を目安に
スポーツ教室を開催
し、市民の誰もがそ
れぞれのライフス
テージに応じたス
ポーツ・レクリエー
ション活動に参加す
る機会の充実に努め
ていきたい。

生涯を通じ、健康づ
くりを意識した運動
の習慣づけをめざ
し、啓発を行うとと
もに、年代や体力に
応じたスポーツ活動
を促進します

健康づくり
を意識した
運動習慣の
促進

52 基本目標④



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３1年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

方針 施策

健康づくり
を意識した
運動習慣の
促進

生涯を通じ、健康づ
くりを意識した運動
の習慣づけをめざ
し、啓発を行うとと
もに、年代や体力に
応じたスポーツ活動
を促進します

周知啓発を行い、健
康意識の向上を図
り、通いの場の更な
る立ち上げにつなげ
る。

①地域包括支援センター、生活支援コー
ディネーターとともにいきいき百歳体操な
ど介護予防を目的とした通いの場の普及啓
発に努めた。現在32か所の通いの場が立ち
上がっている。
体操に興味がなく、自宅に閉じこもりがち
の高齢者に向けて、高齢者の居場所（サロ
ン）に参加できるように、サロンの立ち上
げ支援を行っている。サロンに参加するこ
とで、地域に出る一歩とし、その後は体操
などの通いの場につなげていきたい。

②通いの場の数や参加者数の増加により、
高齢者の運動習慣が身につき、健康の推進
につなげることができた。

③運動習慣をつけるために、引き続き通い
の場の数と参加者数が増えるように、イベ
ントやリーフレットなどで動機付けを行う
必要がある。

介護予防を目的とした
通いの場（いきいき百
歳体操等）の更なる立
ち上げにつなげてい
く。
高齢者の居場所（サロ
ン）の立ち上げを支援
し、閉じこもりがちな
高齢者の参加を促して
いく。

介護予防の通いの場が20か所か
ら32か所に増えたことは、普及
活動の成果であり、高く評価でき
る。
今後は、その場を意味あるものに
するために、どう継続できるもの
にしていくか検討を進め、推進し
ていただきたい。

高齢福祉課
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53 基本目標④



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３1年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

方針 施策

2 1 困難な状
況に置か
れた人々
の課題解
決のため
の支援を
強化する

ひとり親家
庭に対する
支援

母子家庭等ひとり親
家庭の自立支援を計
画的に進めます

「ひとり親家庭等自
立促進計画」を「子
ども・子育て支援計
画」へ統合し、ひと
り親家庭を含めた総
合的な子育て支援へ
の取り組みを行う。
生活の自立に向けた
給付金制度や、福祉
資金貸付制度につい
ての周知を図り、ま
た、他機関と連携し
ながら就労支援を行
うことで、ひとり親
家庭の自立促進を促
す。

①自立支援員によるひとり親自立支援相談
を210件（30年度195件）実施した。ま
た、母子・父子自立支援員勉強会などに出
席することで、自立支援員の知識向上にも
つながった。
　
②自立支援教育訓練給付金が２件（30年度
９件）、高等職業訓練促進給付金事業が６
件（３０年度８件）の実績があった。給付
金の対象者拡大により、相談数は増加して
いる。また、プログラム策定事業を行うこ
とで、個々のニーズに合わせた就労支援を
行った。

③今後も引き続き自立支援員による相談業
務等を実施するとともに、関係機関等と連
携することで、相談体制の充実に努める

「子ども・子育て支援
計画」に基づき、ひと
り親家庭を含めた総合
的な子育て支援への取
り組みを行う。生活の
自立に向けた給付金制
度や、福祉資金貸付制
度についての周知を図
り、また、他機関と連
携しながら就労支援を
行うことで、ひとり親
家庭の自立促進を促
す。

ひとり親家庭の自立支援として、
就労支援体制の整備に努めていた
だきたい。また、ひとり親家庭の
子どもが不利益を被らないよう、
子育て支援・親支援の充実に努め
ていただきたい。

子育て支援課
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高齢者に対
する支援

介護保険サービスの
提供を進め、地域で
の自立した生活を支
援するための事業を
推進します

地域包括支援セン
ター・介護保険事業
者・高齢者に関わる
地域住民らと地域ケ
ア会議など様々な方
法により更なる連携
の強化を図る。

①地域包括支援センター及び介護保険サー
ビス事業者・民生委員・校区福祉委員等を
対象に、市域包括ケア会議を実施（個別・
圏域）をした。地域支援部会は今年度は感
染症予防のため、開催できなかったが、会
議出席者には事前アンケートの高齢者を取
り巻く地域課題を集約し、情報共有を図
る。
自立支援型地域ケア会議を継続して開催す
ることで、限られた介護の資源を有効に利
用できるように取り組む一方で、地域で自
立した生活ができるように市民向けに介護
予防について講座を実施した。

②高齢者にかかわる方々に会議に出席いた
だくなど連携体制の強化を図った。
介護予防の重要性や適切な介護サービスの
利用などを市民向け講座を今後も開催して
いく。

③様々な会議を通して、地域課題を積み上
げ、参加者と共有してきたが、その地域課
題について解決できるような取り組みが十
分できていない状況である。

地域包括支援セン
ター・介護保険事業
者・高齢者に関わる地
域住民らと様々な会議
を通して、連携の強化
を行うと同時に、高齢
者が自立した生活を送
るために高齢者自身が
意識づけできるような
取り組みを行ってい
く。

地域でのケアが可能となるよう諸
機関の連携に努められたい。ま
た、高齢者増加の現状をふまえ、
高齢者自身が孤立せず、かつ自立
した生活を送れるような介護サー
ビス体制を提供していただきた
い。

高齢福祉課
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 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３1年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

方針 施策

障がいのあ
る児童に対
する支援

障がいのある子ども
が、地域で社会の一
員として主体的に生
きる力を高められる
ように、関係機関な
どと連携し、ライフ
ステージに合った福
祉・保健・医療など
を支援します

第５期障がい福祉計
画・第１期障がい児
福祉計画に基づき、
障がい児通所支援を
主として、必要時障
がい福祉サービス・
地域生活支援事業の
利用を推進するとと
もに、障がいのある
子どもに対する適切
な療育の提供によ
り、生活能力等の向
上や、またその生活
を支えることによ
り、保護者の負担も
軽減していく。

①令和２年２月時点での障がいのある子ど
ものサービスの利用状況は、障がい福祉
サービス・地域生活支援事業については減
少傾向にあり、受給者証の発行数は、27～
29人となっているものの、障がい児通所支
援についてはサービスが創設された24年以
来増加し続け、令和２年２月末時点で受給
者証の発行数は399人となっている。

②障がいのある子どもに対し、学校・事業
所・市が連携し、障がい児支援利用計画に
基づき、必要な療育の機会を提供するとと
もに、保護者の負担を軽減した。

③今後も療育を必要とする障がいのある子
どもが適切な療育を利用できるよう、関係
機関に周知するとともに、市ホームペー
ジ・福祉のしおり等でも継続して周知に努
め、サービスを利用しやすい環境作りに努
めていく。

第５期障がい福祉計
画・第１期障がい児福
祉計画に基づき、障が
い児通所支援を主とし
て、必要時障がい福祉
サービス・地域生活支
援事業の利用を推進す
るとともに、障がいの
ある子どもに対する適
切な療育の提供によ
り、生活能力等の向上
や、またその生活を支
えることにより、保護
者の負担も軽減してい
く。

市役所における各サービスの内容
をわかりやすく周知していただき
たい。特に通所支援については、
門真市ホームページの内容がわか
りにくく、詳細については電話で
問い合わせるしか方法がない。障
がいの有無にかかわらず、誰が見
てもわかりやすいページ作成に努
められたい。

障がい福祉課
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障がいのあ
る人に対す
る支援

障がい福祉サービス
の提供を進め、地域
での自立した生活を
支援するための事業
を推進します

第５期障がい福祉計
画・第１期障がい児
福祉計画に基づき、
障がい福祉サービ
ス・地域生活支援事
業等の提供を行い、
31年４月に開設し
た地域生活支援拠点
を活用し、障がいの
ある人の自立に向け
た支援を継続して実
施する。

①さまざまな障がいのある人に対し、障が
い福祉サービス・地域生活支援事業のサー
ビス提供を実施した。

②就労やグループホームの利用を希望する
方に対し、引き続き障がい福祉サービスに
よる就労訓練の機会の提供とともに、一般
就労に向けた支援を行い、また、グループ
ホームの利用による自立した生活への支援
を実施した。

③引き続き市ホームページ・福祉のしおり
等で障がい福祉サービス・地域生活支援事
業について、継続して周知を行う。

第５期障がい福祉計
画・第１期障がい児福
祉計画に基づき、障が
い福祉サービス・地域
生活支援事業等の提供
を行い、31年４月に
開設した地域生活支援
拠点を活用し、障がい
のある人の自立に向け
た支援を継続して実施
する。

市役所における各サービスの内容
をわかりやすく周知していただき
たい。サービス全般に関して、市
ホームページの内容がわかりにく
く、詳細については電話で問い合
わせるしか方法がない。障がいの
有無にかかわらず、誰が見てもわ
かりやすいページ作成に努められ
たい。

障がい福祉課

106

22

55 基本目標④



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３1年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

方針 施策

生活が困窮
している人
に対する自
立支援

生活が困窮している
人への相談や指導・
助言を行い、自立に
向けた支援に努めま
す

引き続き生活困窮者
自立相談支援事業の
実施により、生活困
窮に関する相談を一
元的に受け付ける窓
口として機能すると
ともに、相談者に寄
り添って自立にむけ
た支援に努める。ま
た、生活困窮者就労
準備支援事業の利用
者増加を目指す。よ
り早期に支援が開始
できるよう、周知・
啓発に努めていく。

①生活困窮者に対する総合的な相談窓口と
して機能している。一人ひとりに合わせた
支援計画を作成し、各種貸付や制度を利用
しつつ、自立にむけた伴走型の支援を実施
している。また、生活困窮者就労準備支援
事業の利用者においても、手厚い就労支援
を実施している。

②一人ひとりに合わせた支援策を検討する
ことで、相談者に寄り添いながら丁寧な支
援を実施できている。

③困窮している人が、経済的、精神的に追
いつめられてしまう前に支援を受けられる
よう、相談窓口の周知に努める必要があ
る。就労準備支援事業についても、利用者
が増えるよう、周知に努める必要がある。

引き続き生活困窮者自
立相談支援事業の実施
により、生活困窮に関
する相談を一元的に受
け付ける窓口として機
能するとともに、相談
者に寄り添って自立に
むけた支援に努める。
また、生活困窮者就労
準備支援事業の利用者
増加を目指す。より早
期に支援が開始できる
よう、周知・啓発に努
めていく。

生活困窮者に対しては、就労が可
能な人に対しては、生活の自立に
向けて、市役所等での軽作業、公
園道路の清掃、学校の清掃業務な
ど、市担当課が目の行き届く範囲
での就労訓練の実施に努められた
い。

福祉政策課
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生活が困窮
している人
に対する自
立支援

生活が困窮している
人への相談や指導・
助言を行い、自立に
向けた支援に努めま
す

２９年にハローワー
クの常設窓口を福祉
事務所内に設置した
ことから、生活困窮
者（生活保護受給
者）のためのワンス
トップ型サービスを
提供し自立支援体制
の充実に努め、連携
を強化し、就労に向
けての支援体制の充
実を図る。

①課内に就労支援員等を配置及び福祉事務
所内にハローワークの常設窓口を設置し、
生活困窮者（生活保護受給者）の自立支援
を行った。(利用延べ人数146人）

②就労支援員等を配置及び福祉事務所内に
ハローワークの常設窓口を設置したことに
より、生活困窮者（生活保護受給者）の自
立の助長につながった。

③市が実施する就労支援等事業と、福祉事
務所内に設置したハローワークの常設窓口
とのより密な連携に努め、さらなる生活保
護受給者の自立支援体制の充実を図る。

２９年にハローワーク
の常設窓口を福祉事務
所内に設置したことか
ら、生活困窮者（生活
保護受給者）のための
ワンストップ型サービ
スを提供し自立支援体
制の充実に努め、連携
を強化し、就労に向け
ての支援体制の充実を
図る。

利用人数が延べ１４６人と少ない
ので、さらなる広報活動に努めら
れたい。就労内容の具体的な指導
と、社会貢献の成功経験が、生活
困窮者の自立支援と今後の就労に
つながる。生活困窮者一人ひとり
と一緒に就労しながら指導する仕
組みを整えられたい。

保護課

108
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 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３1年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

方針 施策

就労困難者
に対する就
労支援

母子家庭の母や寡
婦、高齢者や障がい
のある人など、就労
が困難な人の就労を
促進するため、ハ
ローワーク等関係機
関と連携し、就労機
会の確保・拡大に努
めます

地域就労支援セン
ターにおいて、職業
訓練等の情報提供す
るとともに、ハロー
ワークとのより一層
の連携強化を図り、
ひとりでも多くの就
職困難者が就労でき
るように努める。

①就労支援センターで週３日、就労相談を
実施している。（利用延べ件数91件）

②地域就労支援センターにおいて、ハロー
ワークで得た情報を提供するといった形で
連携を行うことができた。

③ハローワークとの連携をより強化し地域
就労支援センターによる就労相談・支援に
努める。

地域就労支援センター
において、職業訓練等
の情報提供するととも
に、ハローワークとの
より一層の連携強化を
図り、ひとりでも多く
の就職困難者が就労で
きるように努める。

母子家庭、障がいのある人たちの
就労支援を充実させることが、自
立支援と社会参加につながる。就
労相談だけでなく、市役所での就
労実習（庁舎清掃、道路清掃、手
作業など）の仕組みをつくってい
ただきたい。門真市民の生活困窮
度、生活保護率の低下につながる
よう至急対応されたい。

産業振興課
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小地域活動
の推進

地域の高齢者や障が
いのある人、子育て
中の親子など支援を
必要とする人々が住
み慣れたまちで安心
して生活できるよう
に、地域住民の参加
と協力による支え合
い、助け合いの取り
組み「小地域活動」
を推進し、地域力の
強化を図ります

引き続き門真市社会
福祉協議会が実施す
る小地域ネットワー
ク活動に対し、補助
金を交付するととも
に、よりきめ細か
な、かつ実効的な事
業が実施できるよう
な仕組みづくりや助
言を行っていく。

①門真市社会福祉協議会が実施する小地域
ネットワーク活動に対し事業費補助を行っ
た。

②地域住民が主体となった支え合い活動を
支援することにより、地域力の向上につな
がった。

③様々な課題を抱えた人達が安心して生活
できるよう、これからも小地域活動を推進
できるような仕組みづくりの構築に努めて
いく必要がある。

引き続き門真市社会福
祉協議会が実施する小
地域ネットワーク活動
に対し、補助金を交付
するとともに、よりき
め細かな、かつ実効的
な事業が実施できるよ
うな仕組みづくりや助
言を行っていく。

同じ門真市内でも、地域によって
実態が異なっている。各地域の実
態に応じたネットワーク活動が充
実できるよう指導されたい。ま
た、補助金の使途についても明確
にされたい。

福祉政策課
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 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３1年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

方針 施策

2 女性であ
ることで
複合的に
困難な状
況に置か
れている
人々への
対策を進
める

情報提供の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、生活情報や行政
サービス情報などを
提供します

広報やホームページ
だけでなく、講演会
開催時に情報提供す
るなど、困難な状況
にある女性が安心で
きる情報提供を行う

①女性サポートステーションWESSにおい
て女性のための相談を行うとともに、必要
な支援や情報をワンストップで提供した。

②複合的な要因で困難な状況にある女性が
安心できる支援体制を整えることができ
た。

③さらに周知を行い、安心して日常生活を
送ることができるよう、情報提供に努め
る。

広報やホームページだ
けでなく、講演会開催
時に情報提供するな
ど、困難な状況にある
女性が安心できる情報
提供を行う

女 性 サ ポ ー ト ス テ ー シ ョ ン
WESSを足場にワンストップの
支援を提供できていることは素晴
らしい。
今後の情報提供の在り方を考察す
るために、相談者へのアンケート
調査結果等をうまく活用してほし
い。

人権市民相談課
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母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、また、人権侵害
などの事象に総合的
に対応できるよう
に、関係課や関係機
関との連携強化を図
ります

引き続き関係機関や
庁内各課と連携し、
相談体制の充実を図
るとともに相談につ
ながっていない相談
者を相談につなげる
よう相談窓口の周知
についても継続して
おこなう。

①各相談窓口の相談件数（延べ）
人権相談　331件
　女性275件（うちDV117件）
　男性56件　（うちDV　０件）
であり総相談件数が前年度の延べ372件から41
件減少した。
また、相談対応においても寄り添い相談が62件
（前年度から12件減）、自宅等への出張相談が
５件（前年度と同じ）と、ともに減少した。
女性のための相談141件
　夫婦間トラブル・離婚前相談・DV80件
　親族間トラブル10件
　その他（生きづらさ、近隣トラブル、知人ト
ラブ　ル、男女関係トラブル、生活不安、病気
不安、子育て他）51件
人権擁護委員の相談　９件（男女比不明）人権
擁護委員による人権相談では、市内10か所の福
祉施設において出張相談を実施している。
　相談窓口の周知については定期的に市広報に
女性のための相談や人権相談窓口を掲載し周知
をおこなった。

②相談件数は減少しているが、継続相談や前年
からの再相談は増加しており、安心して相談で
きる場を提供できた。

③複合的課題を抱えた相談者への相談支援を行
うため、相談員自身が自己研鑽に努め、関係機
関との協働を図る。

23

人権市民相談課
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引き続き関係機関や庁
内各課と連携し、相談
体制の充実を図るとと
もに、潜在している悩
みを抱えた人が相談に
つながるよう相談窓口
の周知に努める。

寄り添い相談や出張相談などの多
様な相談体制を敷いておられる事
や、庁内・外部機関との連携など
で、安心して相談できる場づくり
されている点、高く評価したい。
しかし、コロナにより今後一層困
難な相談事例が増加する事が想定
され、相談員の一層の力量向上が
必要である。改善点の③に相談員
の自己研鑽をあげておられるが、
自己研鑽に任せるだけでなく、相
談員の研修の場と機会を国や府の
研修も活用しつつ、市の責任とし
て是非取り組んでいただきたい。

相談体制の
充実

58 基本目標④



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３1年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

方針 施策

相談体制の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、また、人権侵害
などの事象に総合的
に対応できるよう
に、関係課や関係機
関との連携強化を図
ります

相談体制の充実を図
るとともに、関係機
関等とのさらなる連
携強化に努める。
ひとり親家庭への支
援体制についての周
知を図る。

①自立支援員によるひとり親自立支援相談
を210件（30年度195件）実施した。ま
た、母子・父子自立支援員勉強会などに出
席することで、自立支援員の知識向上にも
つながった。

②ひとり親家庭等の相談内容に応じ、関係
機関等との連携を図り、支援を行った。
　
③ひとり親家庭の相談先として、自立支援
員の周知啓発を行うとともに、関係機関等
と連携するなど、適切な支援に努める。

相談体制の充実を図る
とともに、関係機関等
とのさらなる連携強化
に努める。
ひとり親家庭への支援
体制についての周知を
図る。

相談件数からひとり親家庭への支
援体制の周知は一定成功している
と思われ､評価できる。支援員の
勉強会参加も大いに評価できる。
日々の生活に追われる事の多いひ
とり親家庭に、支援体制の周知が
さらに進むよう具体的に検討して
いただきたい。

子育て支援課

113

相談体制の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、また、人権侵害
などの事象に総合的
に対応できるよう
に、関係課や関係機
関との連携強化を図
ります

第５期障がい福祉計
画・第１期障がい児
福祉計画に基づき、
障がいのある女性や
高齢者・難病等の
方々の相談に対応で
きるよう、３1年４
月に開設した地域生
活支援拠点と、拠点
に移転する障がい者
基幹相談支援セン
ターを中核とした
ネットワークの強化
に引き続き取り組
む。

①障がいのある女性・高齢者・難病等の
方々からの相談、障害者虐待防止法に関わ
る相談等に３1年４月に開設した地域生活支
援拠点と、拠点に移転した障がい者基幹相
談支援センターと共に、関係機関と連携し
て対応するなど、相談支援体制の充実が図
れた。また、障害者差別解消法に関する相
談にも対応できるよう、引き続き庁内への
周知及び新規採用職員・新任管理職向け研
修を実施するとともに、関係機関との連携
を図り相談体制を充実させた。

②関係機関との連携により様々な問題に対
し、スムーズに対応できるよう努めた。ま
た障がい者基幹相談支援センターを中核と
するネットワークによる相談支援体制の構
築ができた。

③今後も障がい者基幹相談支援センターを
中核としたネットワークの強化に取り組む
とともに、各地域での相談支援のニーズを
把握できるよう努める。

第５期障がい福祉計
画・第１期障がい児福
祉計画に基づき、障が
いのある女性や高齢
者・難病等の方々の相
談に対応できるよう、
地域生活支援拠点と、
拠点に移転する障がい
者基幹相談支援セン
ターを中核としたネッ
トワークの強化に引き
続き取り組む。

事業目標であるネットワークの強
化が、庁内での周知や研修で、ね
らい通り達成できたようで高く評
価したい。
引き続きネットワークの強化に取
り組むとの事だが、そのために③
で各地域のニーズ把握を打ち出し
ておられる点も評価したい。

障がい福祉課
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 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３1年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

方針 施策

相談体制の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、また、人権侵害
などの事象に総合的
に対応できるよう
に、関係課や関係機
関との連携強化を図
ります

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性の生活保護
受給者世帯について
関係各課及び機関と
連携を図ると共に、
専任の面接相談員を
配置し、人権侵害な
どの事情への総合的
な対応に努め、連携
を強化し、就労に向
けての支援体制の充
実を図る。

①関係各課及び関係機関と連携を図るとと
もに、専任の面接相談員を3名（男性２名、
女性1名）配置し、母子家庭や寡婦、障がい
のある女性、外国人女性の生活保護受給者
世帯への対応を行った。また、就労支援カ
ウンセラーや、求職開拓員を配置しCWとも
連携しながら就労へ向けた取り組みを実施
した。

②関係各課及び関係機関と連携を図るとと
もに、専任の面接相談員や就労支援カウン
セラーを配置することにより、人権侵害な
どの事案への対応も含めたきめ細かい対応
が行えるようになった。

③関係各課及び関係機関との連携を図り今
後もきめ細かい支援を行っていく。

母子家庭や寡婦、障が
いのある女性、外国人
女性の生活保護受給者
世帯について関係各課
及び機関と連携を図る
と共に、専任の面接相
談員を配置し、人権侵
害などの事情への総合
的な対応に努め、連携
を強化し、就労に向け
ての支援体制の充実を
図る。

連携や専任の相談員を配置する事
により、人権侵害などの事案への
対応がきめ細かく行えるように
なった点は高く評価できる。
ただ、同性でなければ相談しにく
い場合が少なくないことを考える
と、相談員の男女比は検討いただ
きたい。

保護課

115
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 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３1年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

方針 施策

相談体制の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、また、人権侵害
などの事象に総合的
に対応できるよう
に、関係課や関係機
関との連携強化を図
ります

関係機関との更なる
連携強化を図る。

①保健師の訪問や面接等により母子家庭や
障がいのある女性、外国人などを含む、妊
娠中や育児中の女性に対し、人権女性政策
課や子育て支援課、大阪府女性相談セン
ターなどとの連携のもと、DVに関連した一
時避難に対する支援や、保育幼稚園課との
連携のもと、保育所入所のための手続きの
支援、また児童の所属先となる保育園や幼
稚園、小学校などと連携し、児童の発育発
達支援などを行った。

②複数の関係各課と連携することで相談者
に対し充実したきめ細かい対応やサービス
が提供できた。

③引き続き関係各課及び機関との連携強化
を図るとともに専門性の向上に努める。

関係機関との更なる連
携強化を図るととも
に、専門性の向上に努
める。

関係機関との連携がDVの一時避
難や子どもの保育所入所や児童の
発達支援などがスムーズにおこな
われているとのこと、高く評価し
たい。
DVの一時避難関連では困難事例
も多く、日夜研鑽が必要である。
③の改善点としてあげられている
「専門性の向上」を、今年度の事
業目標に明記されたい。

健康増進課
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 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３1年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

方針 施策

31年度の改善点として、相談員
の自己研鑽をあげておられる。こ
の視点は重要で、相談内容が深刻
であればあるほど、相談員の力量
が要求される。
資質向上は、自己研鑽に任せるだ
けでなく、今後は、市の責任とし
て研修の場や機会を準備する事を
目標に掲げていただきたい。

人権市民相談課

117

複合的な課
題に関する
対応

さまざまな複合的な
課題を抱えた家庭の
悩みや困難を解決す
るため、関係課や関
係機関などとの連携
による対応の充実を
図ります

引き続き関係機関や
庁内各課と連携し、
相談体制の充実を図
るとともに、潜在し
ている悩みを抱えた
人が相談につながる
よう相談窓口の周知
に努める。

①各相談窓口の相談件数（延べ）
人権相談　331件
　女性275件（うちDV117件）
　男性56件　（うちDV　０件）
であり総相談件数が前年度の延べ372件か
ら41件減少した。
また、相談対応においても寄り添い相談が
62件（前年度から12件減）、自宅等への
出張相談が５件（前年度と同じ）と、とも
に減少した。
女性のための相談141件
　夫婦間トラブル・離婚前相談・DV80件
　親族間トラブル10件
　その他（生きづらさ、近隣トラブル、知
人トラブ　ル、男女関係トラブル、生活不
安、病気不安、子育て他）51件
人権擁護委員の相談　９件（男女比不明）
人権擁護委員による人権相談では、市内10
か所の福祉施設において出張相談を実施し
ている。
　相談窓口の周知については定期的に市広
報に女性のための相談や人権相談窓口を掲
載し周知をおこなった。

②相談件数は減少しているが、継続相談や
前年からの再相談は増加しており、安心し
て相談できる場を提供できた。

③複合的課題を抱えた相談者への相談支援
を行うため、相談員自身が自己研鑽に努
め、関係機関との協働を図る。

引き続き関係機関や庁
内各課と連携し、相談
体制の充実を図るとと
もに、潜在している悩
みを抱えた人が相談に
つながるよう相談窓口
の周知に努める。

62 基本目標④



 平成31年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３1年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

方針 施策

複合的な課
題に関する
対応

さまざまな複合的な
課題を抱えた家庭の
悩みや困難を解決す
るため、関係課や関
係機関などとの連携
による対応の充実を
図ります

相談体制の充実を図
るとともに、関係機
関等とのさらなる連
携強化に努める。

①複雑な問題に対する解決を図るため、対
象者の状況把握に努め、必要な支援を展開
するべく、関係各課や関係機関と連携を
行った。

②各関係機関と連携を図ることで、毎年増
加する児童虐待をはじめとした様々な相談
に対応することができた。

③児童虐待をはじめとした様々な相談に対
応できるよう、家庭児童相談センターの支
援体制を強化すると共に、子ども家庭総合
支援拠点の体制を整備し、子育て世代包括
支援センターをはじめとした各関係機関と
の連携強化に努め、家庭の課題を共有しな
がら必要な支援へ繋げる。複合的な課題を
抱える家庭の早期発見と早期支援に努め
る。

相談体制の充実を図る
とともに、関係機関等
とのさらなる連携強化
に努める。

各関係機関との連携により、児童
虐待などの相談に対応出来ている
とのこと、高く評価できる。児童
虐待は困難なケースが多く、連携
の成否が子どもの今後に大きな影
響を及ぼす事を考えると､一層の
ネットワークの強化を期待した
い。
そして、③に述べられているよう
に、早期発見、早期支援に繋いで
いただきたい。

子育て支援課
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複合的な課
題に関する
対応

さまざまな複合的な
課題を抱えた家庭の
悩みや困難を解決す
るため、関係課や関
係機関などとの連携
による対応の充実を
図ります

第５期障がい福祉計
画・第１期障がい児
福祉計画に基づき、
障がいのある女性・
高齢者・外国人、難
病等の方々が抱える
様々な問題やその世
帯の相談に対して対
応ができるよう、３
1年４月開設予定の
地域生活支援拠点
と、拠点に移転する
障がい者基幹相談支
援センターを中核と
したネットワークの
強化に取り組むとと
もに、社会資源の活
用等に取り組む。

①障がいのある女性・高齢者・外国人、難
病等の方々が抱える様々な問題に関係機関
と連携して取り組んだ。また３1年４月に開
設した地域生活支援拠点と、拠点に移転し
た障がい者基幹相談支援センターを中核と
するネットワークによる相談支援体制を充
実させた。

②個人の複合的な問題に対応するだけでな
く、世帯の複合的な問題にも対応する等、
関係機関と連携して対応を実施した。また
障がい者基幹相談支援センターを中核とす
るネットワークによる問題解決にも取り組
めた。

③さまざまな問題を抱える障がいのある人
及びその世帯の相談に対して対応ができる
よう、引き続き障がい者基幹相談支援セン
ターを中核としたネットワークの強化に取
り組む。

第５期障がい福祉計
画・第１期障がい児福
祉計画に基づき、障が
いのある女性・高齢
者・外国人、難病等の
方々が抱える様々な問
題やその世帯の相談に
対して対応ができるよ
う、地域生活支援拠点
と、拠点に移転する障
がい者基幹相談支援セ
ンターを中核とした
ネットワークの強化に
取り組むとともに、社
会資源の活用等に取り
組む。

相談体制の充実と関係機関の連携
により、個人だけでなく世帯の複
合的な問題にも対応できた点、高
く評価したい。
今後は、障がい者支援センターが
31年4月に開設した地域生活支
援拠点に移転したことにより、一
層のネットワーク強化を実現し、
より充実した対応ができることを
期待したい。

障がい福祉課
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63 基本目標④
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施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成３1年度
の事業目標

平成３１年度の
①推進状況　②評価　③改善点

令和２年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号
施策
番号

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

方針 施策

複合的な課
題に関する
対応

さまざまな複合的な
課題を抱えた家庭の
悩みや困難を解決す
るため、関係課や関
係機関などとの連携
による対応の充実を
図ります

複合的な問題を抱え
た生活保護受給者世
帯の悩みや困難を解
決するため関係各課
及び関係機関と連携
を図るとともに、課
内の相談員（子ども
健全育成相談員等）
を活用することによ
り問題の解決に努め
る。

①関係各課及び関係機関と連携を図るとと
もに、課内の相談員（子ども健全育成相談
員等）を活用することにより、子育てや日
常生活における複合的な問題を抱えた生活
保護受給者世帯の悩みや困難を解決し、世
帯の自立助長を行った。

②関係各課及び関係機関と連携を図るとと
もに、課内の相談員（子ども健全育成相談
員等）を活用することにより、子育てや日
常生活の悩みや困難が解消され世帯の自立
助長が図られた。

③関係各課及び関係機関と連携をきめ細や
かに行う。また、課内の相談員（子ども健
全育成相談員等）のさらなる活用を行う。

複合的な問題を抱えた
生活保護受給者世帯の
悩みや困難を解決する
ため関係各課及び関係
機関と連携を図るとと
もに、課内の相談員
（子ども健全育成相談
員等）を活用すること
により問題の解決に努
める。

課内の相談員の活用は、役所の事
情に詳しく、具体的な連携強化に
繋がる効果を上げ易い点、評価で
きる。
ただ、どの相談現場もそうだが、
相談員の力量に負うところが大き
く、相談員の研修機会を増やすな
ど専門性の向上を目標に掲げ取り
組んでいただきたい。

保護課

120

複合的な課
題に関する
対応

さまざまな複合的な
課題を抱えた家庭の
悩みや困難を解決す
るため、関係課や関
係機関などとの連携
による対応の充実を
図ります

関係機関との更なる
連携強化を図る。

①DV・虐待・経済的困窮など多様な問題を
抱える家庭については、保健師を中心に関
係各課と連携を図り支援を行っている。ま
た、29年度からは妊娠届出時の全数面接の
実施により、早期に多様な問題の把握やそ
の支援を行うことができている。

②関係各課と連携を図ることで、家庭内の
問題解決に結びつきやすくなった。

③引き続き、関係機関との連携を図るとと
もに保健師の資質の向上に努める。

関係機関との更なる連
携強化を図るととも
に,保健師の資質の向
上に努める。

保健師による妊娠届出時の全数面
接は、以後の相談の敷居を下げる
意味で、高く評価できる。
③の改善点で保健師の資質の向上
をあげておられるので、その点を
目標にも入れて、取り組んで頂き
たい。
コロナ関連で、保健師の仕事は急
増していると思われる。今後の対
応を考慮すると保健師の人員増が
実現するとよいのだが。

健康増進課
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64 基本目標④


